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水産研究所ニュース

平成 12 年 ５ 月

遠洋水研海洋観測資料集のホームページ (http://www.enyo.affrc.go.jp；低緯度域海洋研究室の
紹介内). 遠洋水研では, 太平洋・インド洋を中心に, 水産庁調査船・用船, 公庁船, 一般漁船・
商船による海洋観測データ (水温・塩分の各層データ等) の収集を1964年から行っています
(1964年～1996年の33年間で約18万測点). これらのデータは漁場形成や海洋生物の資源変動,
地球環境問題等の研究に大変有用です. データの広汎な利活用を目指し, 1999年10月からウェブ
による一般公開も開始しました. 皆様のご利用をお待ちしています.

(文, 図：海洋・南大洋部 低緯度域海洋研究室)
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１. はじめに

メバチ資源は長年にわたってはえ縄による漁業が行な

われてきており, 漁獲の中心は主として大型魚であった｡

主な漁場は東部熱帯太平洋, 続いて大西洋, インド洋の

順であり, 水域を見ても分かる通り漁獲は遠洋まぐろは

え縄船によるものであった｡ 余談ではあるが我が国の漁

業対象種のうち, 単一種としての生産額は紛れもなく第

一位を占め, 平成４・５年には連続して1700億円を越え

ている｡ 当時の漁業総生産額が２兆5000億円, そしてま

ぐろ・かじき・かつお類のそれが3100億程度であるので,

それぞれに占める割合は６％強および54％になる｡ また,

まぐろと言えばすぐにクロマグロやミナミマグロを頭に

思い浮かべる人が多いと思うが, 実際の生産金額は両種

合わせても最高で800億円にしか過ぎずメバチの半分以

下である｡ メバチが如何に重要な魚種であるかが分かっ

て頂けると思う｡ 話を元に戻すと, メバチは他のまぐろ

類と違ってその漁獲がほとんどはえ縄漁業によっており,

表層漁業 (まき網や竿釣り) による漁獲が少ないという

特徴があった｡ これはメバチが小型のうちは他のまぐろ

類であるキハダやカツオと混合して群を作り, ある程度

漁獲の対象となるが, 更に成長すると表層近くを遊泳せ

ず, 表層漁業の漁獲対象とならないためである｡ 従って,

資源問題もはえ縄漁業がどれだけ大型魚 (成魚) を減ら

しているかといった点が焦点となっていた｡ 事実, 大西

洋まぐろ類保存委員会 (ICCAT) がメバチの小型魚規制

を1980年から実施していたが, これはキハダの小型魚規

制を遵守させるため (魚種の付け替えを許さない) のも

ので, 特にメバチの小型魚漁獲を規制しようという意図

で開始されたものではなかった｡

２. まき網による小型魚漁獲の急増

ところが, 1990年頃から大西洋で人工的な浮魚礁

(Fish Aggregating Devices, FADs) が使用され始めると

途端に漁獲量が急増する事態となった (図１)｡ 大西洋

ではもともとまき網によるメバチの混獲が多い方であっ

たが, それ以前のレベルの２倍以上となった｡ まき網の

みの漁獲量は最大で３万トン強 (25％) と, 全体に占め

る割合からするとあまり多くなかったが, 同時にはえ縄

や竿釣りの漁獲も1993年から1996年にかけて増え, 総漁

獲量が12万トン前後 (70％増) まで達したため, 資源状

況が更に憂慮される状況となった｡ インド洋においても

スペインやフランスのまき網船が操業するようになった
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図１. 大西洋におけるメバチの漁法別漁獲量
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図２. インド洋におけるメバチの漁法別漁獲量
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図３. 東部太平洋におけるメバチの漁法別漁獲量
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1980年代の中頃以降まき網の漁獲が徐々に増加し, その

後も右肩上がりで増加を続けている (図２)｡ はえ縄の

漁獲も同様に増加し続けている点が他の水域と異なって

いる｡ インド洋ではインドネシアの漁獲量が1994年以降

不明であり, 資源解析上のネックとなっている｡ 一方,

東部熱帯太平洋でのまき網によるメバチの漁獲は最もド

ラスティックな増加を示した (図３)｡ 1992年までは

1970年代後半から1980年代の前半を除いて数千トンの漁

獲に過ぎなかったが, 1993年には８千トン, 1994年には

３万トン近くに達し, 1996・1997年には５万トンを越え

た｡ とりわけ, 同時期にはえ縄の漁獲量が６万トン強か

ら４万トン以下に急激に減少したため, この水域の管理

機関である全米熱帯まぐろ類委員会 (IATTC) では資源

問題が突然顕在化した｡

中西部熱帯太平洋では日本のまき網が最も古く, 自然

流木に蝟集する魚群を対象とした操業を行なっていた｡

1980年代に入って米国・韓国・台湾のまき網操業が増加

し, 現在では160隻以上の大型船が稼動している｡ メバ

チの漁獲量は米国および日本からは報告があるが, 台湾・

韓国については信頼できるデータが得られていない｡ メ

バチの混獲量はキハダの約10％程度と見積られており,

約２万トン前後と推定される｡ 数年前から他水域と同様

に人工浮魚礁の利用が急増しており, メバチの漁獲量が

増加する可能性もある｡ また, ヨーロッパのまき網船が

キリバスに入漁するという情報も得られており, 注意を

要する｡

まき網によるメバチ漁獲のほとんどは小型魚である｡

一例として中西部太平洋の体長組成をまき網とはえ縄に

ついて図４に示した｡ まき網による魚体はほとんどが40

～60ｃｍであるのに対し, はえ縄はほぼ100ｃｍ以上の

個体を漁獲している｡ 年齢で言い換えればまき網のそれ

はゼロ歳と１歳, はえ縄は３歳以上になる｡ 平均体重は

まき網が３～４kg程度, はえ縄は45kg前後となるので,

もし漁獲重量が等しいならばまき網の漁獲尾数ははえな

わの15倍程度に達する｡ この事実を一瞥すれば, まき網

による小型魚漁獲の影響を憂慮する心情は充分に理解で

きる｡

３. 資源解析

それぞれの大洋ごとに漁獲実態, 資源の現状および小

型魚漁獲の影響評価等が行なわれてきたが, その対応は

それぞれの関係する国際漁業委員会の態勢の程度によっ

て異なっている｡ ICCATやIATTCでは即座に対応が採ら

れたが, できたばかりであるインド洋まぐろ委員会

(IOTC) では1999年に初めて本格的な対応がスタートし

た｡ 中西部太平洋では現在まぐろ資源の管理機構が存在

しないこと, まき網による漁獲が比較的少ない事 (必ず

しも信頼できる統計はないが) から, 他水域ほどの危機

感は感じられないが, まぐろ研究者の自主的な集まりで

ある ｢まぐろ・かじき常設委員会｣ ではその重要性を充

分認識しており, この問題に対処できるよう国際的な共

同研究計画が提案され, 一部は既に実施されている｡

資源解析においては２つの問題に直面した｡ まず第一

に, それまでの主な手法であったプロダクションモデル

解析の適用の可否である｡ 通常のプロダクションモデル
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図４. メバチの漁法別体長組成 (中西部太平洋)
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図５. プロダクションモデルの解析例 (大西洋)
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解析はご存知のように漁獲量と資源量指数があれば適用

可能であるが, 前提条件として漁獲されるサイズの違い

や年齢は考慮されない｡ しかしメバチでは10年くらいは

寿命があると考えられること, はえ縄漁獲のみしかなかっ

た期間とまき網漁獲が増大した期間のデータ間には漁獲

サイズが異なる (選択性に差) ことから, そのようなデー

タにモデルが適用できるかどうかが問題となった｡ 一例

として大西洋の場合を示した (図５)｡ それぞれの黒丸

は各年のデータであるが, 得られたプロダクションカー

ブおよびＭＳＹ (最大持続生産量, 図中のＹ軸の矢印)

は全てのデータを含めた場合 (太い実線), まき網がほ

とんどなかった時代 (1992年以前, 細い実線) で相当異

なっている｡

次に小型魚漁獲の大型魚に及ぼす影響を調べるために

Ｙ／Ｒ (加入当り漁獲量) 解析やコホート計算が用いら

れるようになった｡ 従来から熱帯性まぐろであるメバチ

の自然死亡率は０.４～０.８が用いられてきたが, その

値のみならずサイズ (年齢) 毎の差はあまり考慮されて

いなかった｡ しかし, 前述のような漁獲サイズの差から

自然死亡率にも相当差があるものと考えられる｡ 実際,

小型魚漁獲の大型魚資源に対する影響は自然死亡率に大

きく依存する事から, この時点に至ってメバチの自然死

亡率の重要さが再認識された｡ この問題に関するIATTC

の解析例を見てみよう｡ 図６の例では自然死亡率は年齢

によらず一定で, ０.４, ０.６, ０.８の3つの値につい

て計算が行なわれている｡ 次に漁獲のパターンとして,

Ａ：まき網の漁獲死亡率を10分の１にした場合, Ｂ：現

状のままの場合 (漁獲量約5万トン), Ｃ：１.５倍にし

た場合, の3つを考慮した｡ 実線 (Ｂ) や破線 (ＡとＣ)

はそれぞれの漁獲パターンにおける総漁獲量を示してい

る｡ 少し分かりにくいが, 自然死亡率が０.４の場合は

全てのケースで総漁獲量が減少する (即ち小型魚の影響

が大きい)｡ しかし自然死亡率が０.６以上ではまき網の

漁獲死亡率を減らした場合のみ総漁獲量が減少する (即

ち影響が小さい) というものである｡ 実際には年齢間で

自然死亡率が異なると予想されるためこの結果通りにな

るとは限らないが, メバチの自然死亡率が一般的なパター

ンである小型魚で大きく大型魚で小さい場合には, 小型

魚漁獲の影響が小さくなるだろう事は容易に予想される｡

大西洋 (ICCAT水域) と東部熱帯太平洋 (IATTC水域)

ではコホート解析による資源評価が行なわれている｡ 前

者では用いられたソフト間でやや差が見られるため統一

的な見解は得られていないが, 近年漁獲死亡率が増大す

ると共に資源量がかなり減少傾向にあることでは一致し

ている｡ また, 東部熱帯太平洋においても1990年以降同

様に資源がかなり減少している事が示されている｡

ICCATでは科学委員会が漁獲量の削減を勧告しているも

のの, クォータは設定されていない｡ まき網漁業の中心

水域であるギニア湾での流れ物操業の禁止 (11月～1月),

漁獲能力の凍結を目指したはえ縄漁船の登録が1997年か

らスタートしている｡ 一方, IATTCでは1998年からまき

網による漁獲量上限を決定し, これを越えた段階で全て

のまき網船による流れ物操業を禁止した (1998年は４万

５千トン, 1999年は４万トン)｡ 実際に1999年はこの上

限に達し, 10月半ばで流れ物操業が禁止された｡ インド

洋においても業界の自主的な判断により, 西部熱帯イン

ド洋 (北緯10度～南緯５度, 東経53度以西) においてま

き網の流れ物操業を11月15日～１月15日の間自粛してい

る (1998年～)｡

４. 国際共同研究計画

上記のような状況に鑑み, IATTCでは1996年から, 太

平洋では1997年頃から標識放流を中心とした大々的な国

際共同研究計画が持ちあがってきた｡ 何故標識放流かと

いうと, 自然死亡率を推定するのに適した方法であって

放流・再捕という直接的な証拠に基づくこと, また成長・

回遊・資源構造など他の重要な情報が同時に得られる,

という利点があるためである｡ ＤＮＡ等でも系群の存在

(大西洋とインド－太平洋を除く) が明らかになってい

ない現状では, 魚群の動きがどの程度のものかで資源解

析の方法が異なってくるという実情もあった｡ 加えて近

年の電子機器, 特にアーカイバルタグやポップアップタ

グと呼ばれるデータ保持型の記録標識の発展が目覚しく,

それから得られる移動経路や遊泳水深の情報もCPUEの

標準化や資源量推定手法の改善に欠かせないものとなっ
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図６. まき網による小型魚漁獲の影響 (ＩＡＴＴＣの解析例),
まき網のＦを変化させた場合の総漁獲量の変化 (詳細は本分参
照)



てきている｡ 以下現在進行中もしくは具体的な計画となっ

ているものを紹介する｡

ＩＣＣＡＴメバチ研究計画

この研究計画の主要な目的は漁業の資源に与える影響

の評価と系群構造を調べる事である｡ この研究期間は４

年間で, 総額は２億円を越える｡ 1996年の科学委員会に

おいて作成され行政官会合に提出されたが, ICCATの予

算に全く余裕がなかったため支出は認められなかった｡

翌1997年には計画を少し変更して再度提出したところ,

ICCAT以外の外部予算を獲得するという条件付きで計画

が認められ, 予算獲得のための費用が承認された｡ 1998

年には２箇所の拠出先候補が浮上し, 1999年１月になっ

て日本とヨーロッパ連合 (ＥＣ) から1999年から拠出さ

れる事が確定した｡ その後, 台湾, カナリア諸島, アゾ

レス, マデイラの各地方政府から拠出の申し出があり,

1999年は総額約70万米ドルの予算が得られた｡ このうち

日本とＥＣ (それぞれ23万ドル), 台湾 (10万ドル) が

高額を拠出し, 日本とＥＣは４年間同額を継続する事を

確約している｡ これらの予算獲得が得られた後, 研究計

画会合が開催され, 予算に合わせてスケジュールと調査

計画の調整を行なった｡ 1999年６月にはこの計画を統括

するコーディネーターが事務局に着任し, 本格的な運用

が開始された｡

研究項目は１) 標識放流, ２) 漁獲統計の改善, ３)

遺伝学的研究, ４) 成長, ５) 自然死亡率の推定, ６)

成熟・産卵, ７) 遊泳生態の解明, ８) 資源動態のモデ

リング, など多岐にわたる｡ このうち最も重要なものは

標識放流で, これから成長, 自然死亡率, 移動, 遊泳生

態, 資源動態に関する情報を得る｡ 標識放流はダート型

標識を用いた通常標識放流に重点を置き, できるだけ多

数の放流を行なって自然死亡率や資源量を推定すること

を第一目的としている｡ 1999年はカナリア諸島, アゾレ

ス, マデイラ, ガーナで主に竿釣りで放流が試みられ,

カナリア諸島では1100尾 (５～８月), ガーナで700尾

(10～11月) が放流され, 前者では既にかなりの再捕が

記録されている｡ アゾレス, マデイラでは漁況が悪くあ

まり放流できなかったようである｡ 2000年はこれらの地

域で標識放流を継続すると共に, メバチ研究計画の一環

として我が国が最新鋭調査船 ｢照洋丸｣ を大西洋に派遣

し, 大型魚のアーカイバルタグによる標識放流と超音波

発信機装着による遊泳生態調査, 人工浮魚礁周りでの小

型まぐろ類の行動調査等を行なう予定である｡ 研究計画

の最後にはシンポジウムを開催して計画を締めくくる予

定となっている｡

太平洋メバチ５ヵ年計画

前述の通り中西部太平洋にはまぐろ類の資源管理機構

がまだ結成されていない｡ しかし, 南太平洋委員会

(SPC) のまぐろ・かじき常設委員会がその形を変えて,

まぐろ類研究者の自発的な研究グループ会合として開催

されている｡ 本計画はその中で検討され, 1999年に最終

案として作成された (PFRP 1999)｡ 内容はICCATのも

のに近く標識放流が主体となっているが, 通常標識より

もアーカイバルタグ標識に重点を置き, 1000個の放流を

計画に組込んでいる｡

本計画が作られたのは, まぐろ類の資源管理機構がな

いため資源全体に適用できる予算獲得の可能性が低い事

を鑑み, 各国の研究者間の協力, 調整, 効率化を図ると

ともに, それぞれの国での予算獲得に役立てるためであっ

た｡ アーカイバルタグ標識は米国, オーストラリア,

SPCおよび我が国によって既に試みられているが, 個々

のプログラムに従って実施されているため必ずしも効率

的ではない部分がある｡ また, ハワイでは海山や気象ブ

イ周りでメバチの標識放流が行なわれており, 過去数年

間で１万尾近いメバチが放流されている｡ 標識放流を含

めたメバチの研究計画についてこの間何度か企画・調整

のための会合が開催されると同時に, Multifan-CL (統

合モデル) による資源解析の共同研究が進められている｡

我が国も水産庁の ｢熱帯性まぐろ資源対策調査委託事

業｣ が平成11年度から開始され, 平成11年度から我が国

周辺水域 (南西諸島) においてメバチの標識放流を実質

的に開始し, 北西太平洋のメバチ魚群の移動, 回遊範囲

および漁業間の影響評価のための資料を収集する予定で

ある｡ 機会があればホームページや本誌上で経過を紹介

したい｡

ＩＡＴＴＣメバチ標識放流プロジェクト

本プロジェクトはＩＣＣＡＴのそれに近く, 標識放流

プロジェクトという名前になっているが, 結果の解析や

音響機器による行動生態調査も含まれている｡ 通常型の

標識を用いた大量放流がその中心で10万尾を予定すると

共に, アーカイバルタグ600個も併用するもので総額3億

円近いものである｡ ただし, 現在は予算の目途は立って

おらず, 我が国に対しても予算拠出依頼が何度も行なわ

れているが, 今のところICCATの場合と同様な拠出は難

しい状況にある｡ しかしながら, 熱帯水域におけるメバ

チの竿釣りによる大量標識放流フィージビリティ調査が
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プロジェクトの第１段階としてこの３月から開始された｡

我々としてもどのような形で参加もしくは支援できるか

検討中である｡

５. 終わりに

ICCATの研究計画を作成した当初, その予算規模の大

きさから実現する可能性は全くないのではないかと個人

的には思われた｡ よくぞ実現したものである｡ 予算拠出

実現のための労を厭わなかった関係者のご努力に紙面を

借りてお礼を申し上げる｡ 後はこの計画を成功させ, メ

バチ資源の保存と管理に有益な情報を提供できるよう努

力して行かねばならない｡

最後に, ここで紹介したようにいろいろな水域で標識

放流を行なっており, もし標識魚を発見された場合は関

係情報を速やかに近くの水産研究所または水産試験場ま

で知らせて頂くよう, 漁業者・市場関係の皆様に今一度

ご協力の程お願い申し上げる｡

参考文献

PFRP 1999. Bigeye tuna: Five-year research Plan. A

prospectus for coordinated international research.

12th Meeting of the Standing Committee on Tuna and

Billfish. Tahiti, French Polynesia. June, 1999.

Working paper BET-4. 18pp.

(浮魚資源部／熱帯性まぐろ研究室長)
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熱帯性まぐろ類であるメバチ, キハダは, 日本近海を

含む世界中の海洋の熱帯・温帯域に分布し, はえ縄やま

き網漁業で多く漁獲され, 商業的に非常に重要な魚種で

ある｡ その資源状態については, 温帯性のクロマグロや

ミナミマグロほど深刻ではないものの, 近年では, ＭＳ

Ｙ (最大持続生産量) に迫るかもしくはそれを割り込む

ほどになっている｡ また, まき網漁業による小型魚の漁

獲の資源への影響も懸念されている｡ 資源学的研究も古

くから行われているが, 成長や生残といった資源生物学

的パラメーターや移動経路についての詳細は明らかでは

なく (特にメバチについて), 資源解析の際の不確実要

素となっている｡ そこで, 水産庁は, 平成11年度より５

カ年計画で, 熱帯性まぐろ資源対策調査委託事業を開始

した｡ この事業には, 漁獲物統計やまぐろ類の形態にも

とづく分類といった項目も含まれているが, メインとな

るのはメバチを主体とした熱帯性まぐろ類の標識放流で

ある｡

今回の標識放流では, 移動経路や成長とともに, 自然

死亡率Ｍの推定も目的としている｡ Ｍの値はＶＰＡ等の

資源解析の際に重要なパラメーターであるが推定は困難

で, 寿命から推定した値が用いられることもある｡ また,

年齢によって死亡率が異なる可能性もあるが, それにつ

いての詳細な情報も得られていない｡ そこで, これらの

事柄を解明していくために, 水産庁の事業として, 遠洋

水研も協力し, 鹿児島・沖縄両県および日本ＮＵＳに委

託して, 主としてメバチについて標識放流を行っている｡

平成12年度より, 本格的な調査として, 鹿児島・沖縄県

に委託して周辺海域においてそれぞれ年間約500尾ずつ

の通常標識 (ダート型タグ・図１―下) 及び計約30尾の

アーカイバルタグ (データ記録型標識・図１―上) を装

着し, 回収された標識個体のデータをもとに上記の解析

をしていくことを目標とする｡ 平成11年度には, 本事業

のためのケーススタディとして, 沖縄県において試験的

な標識放流が行われ, 筆者もそれに参加したので, その

ときの調査結果を簡単に報告する｡

標識放流調査ケーススタディは, ２月下旬から３月上

旬にかけて, 沖縄水試, 鹿児島水試, 日本ＮＵＳ, 遠洋

水研から合わせて約10名が参加して, 調査方法の周知を

目的として実施された｡ 最初に沖縄水試にて調査の流れ

の説明, 標識の装着方法, アーカイバルタグのデータ処

理法の実演および過去の調査ビデオの上映が行われた｡

その後, 用船した沖縄市漁協の漁船 (5.1t) に乗船して,

実際の標識放流が行われた｡ 初回の乗船では, まだ真っ

暗な朝５時に沖縄市漁協の港を出港し, 航程２時間の後,

ようやく明るくなった頃に到着したパヤオ (浮魚礁, 図

２) の周りで操業を行った｡ 漁法は主として曳釣りおよ

び手釣りであった｡ 開始してから20分ほど経過して最初

の魚 (キハダ) が漁獲され, 早速通常標識をつけて放流

した｡ その後もコンスタントに釣れ続け, 14時の終漁ま

でに合わせて76尾 (体長36～57cm) のキハダ (図３,

４) を標識放流した｡ 心配した時化もなく, 気候も暑す

ぎず気候的には調査に最適であった｡ そして何より, こ

れで魚が釣れなかったら今回の目的が果たせずに終わっ

てしまう, という心配もほとんど解消された｡ 翌日再度

乗船し, 今度は前日とは別のパヤオにて操業を行った｡

漁模様は前日よりもさらに上向き, ７時頃の開始早々か

ら釣れ始め, ８時頃からは入れ食いの状態となり, １時

間に30尾以上というハイペースで釣れ続けた｡ そのため,
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図１. 今回の標識放流で使用したアーカイバルタグ (上) 及び
通常標識 (下)

図２. 操業を行ったパヤオ｡ 近くに他の漁船も見られる



写真やビデオを撮る暇もないくらい忙しかったが, それ

でも掛かり所が悪くて出血した魚 (このような個体は放

流しても死亡する可能性が高い) を除いてすべて標識放

流した｡ 前日はキハダのみであったが, この日はカツオ

およびツムブリが数尾釣れた｡ 結局この日は, 天候の悪

化が予想されたため10時前の早揚がりとなったが, 正味

約3時間で83尾の標識放流を行った｡ ２日間で計159尾の

放流であり, 残念ながらメバチは１個体も釣れなかった

が, ケーススタディの目的も十分果たせたといえる｡ そ

してまた, パヤオの集魚効果の威力を実感することがで

きた｡

本事業で放流した標識魚が再捕された場合は, 下記の

要領で報告をお願いしたい｡

最後に今回の調査でお世話になり, なおかつ今後とも

お世話になる沖縄市漁協をはじめとする沖縄県・鹿児島

県各漁協, 沖縄水試, 鹿児島水試, 日本NUSの皆様に感

謝いたします｡

(浮魚資源部／熱帯性まぐろ研究室)
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図３. 標識の装着作業 図４. 標識を装着したキハダ
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ちょうど1998年調査漁獲が終了した頃, 遠洋103号で,

ミナミマグロ調査漁獲実施に至った事情を中心に, 調査

漁獲 (EFP) の内容・結果, CCSBTの他の加盟国である

オーストラリア・ニュージーランドの反応等について,

簡単に紹介した｡ その折に約束したその後の経過につい

て, 特に国連海洋法裁判所暫定措置命令に絡んだ状況を

中心に簡単に報告したい｡

１. CCSBT16条協議と一連の調査計画作業部会

前報では, 日本が1998年７-８月に実施した調査漁獲

に対して, オーストラリア・ニュージーランドが非難を

表明し, 12月に紛争解決のための協議が行われることに

なったことまでをお話した｡ まずその後の経過について,

簡単に報告する｡

CCSBT (みなみまぐろ保存委員会) では, 紛争解決

のために第16条が定めてあり, 第１項で条約の解釈また

は実施に関し紛争が生じた場合には, まず交渉, 審査,

仲介, 調停, 仲裁, 司法的解決等, 締約国間の協議を通

して平和的手段により紛争を解決することとなっている｡

12月の協議は, 第16条に定められた第１段階の交渉によ

る紛争解決を図るために開催された｡ 会議そのものは極

めて建設的な雰囲気の中で行われ, とにかく1999年に実

施する調査漁獲計画を共同で策定することが最重要だと

し, そのために一連の作業部会を組織することとなった｡

この作業部会には, 外部の専門家にも参加してもらい,

締約国間で合意ができない場合には外部専門家の裁定を

求めることができるようにした｡ また調査計画策定に当っ

ては, 現在の資源評価において何が評価結果に大きな影

響を与える因子なのか, 評価結果の違いを解消するため

にはどんな調査が必要か, から検討を始めることになっ

た｡ ただし, 検討に際しては1995年以降続けられてきた

論議, 及び1998年に日本が実施した調査漁獲の結果も充

分考慮に入れる事で合意し, 論議が1995年時点に逆戻り

するのを避けた｡

その結果, 1999年２月から４月にかけて, 計４回の作

業部会が持たれた｡ 外部科学者として参加したのは, 田

中昌一先生, Sullivan博士, Mohn博士の３名で, ニュー

ジーランドのAnala博士が議長を務めた｡

第１回目の作業部会で, 現在の資源評価に大きな影響

を与えているのはCPUEの解釈と, 年齢分解を行なって

いないプラスグループの資源量推定方法であり, 調査で

効果的に問題の解消ができるのは前者であるという,

1996年会合の結論を再確認した｡ その上で, 産卵場調査,

CPUE調査, 標識放流調査のそれぞれについて, さらに

検討を進める事となった｡ 日本はこの会合で, 1998年調

査を基にした具体的な調査計画案を提出した｡

第２回作業部会では, いくつかの小グループに分かれ

て論議した｡ CPUE調査と標識放流を組合せた調査が全

体的な方向性として出され, 次回会合で具体案を決める

事になった｡

第３回作業部会から, 具体的な調査計画案の論議に入っ

たが, 各論に入ると, とたんに論議が進まなくなった｡

この会合でオーストラリアは初めて, CPUE調査と標識

放流調査に関する具体的調査案を提案してきた｡ その内

容というのは, CPUE調査は日本漁船65隻を索餌域全体

に均一に配置し, ランダムに設定した調査点で操業する

ことで, 漁業の影響を受けない資源量指数を求めようと

するもの, そして標識放流調査は日本漁船については,

常時20％のオブザーバ乗船を義務付け, 漁獲された小型

魚の標識放流と標識再捕を行ない, 豪200海里内からは

調査船による標識放流のみを行なうというものである｡

日本の計画案が, 現実に直面しているはえ縄CPUEの

解釈の違いを解消しようとしたのに対し, 豪の提案は商

業船をまったくの調査船として使い, 商業活動によらな

い新しい資源量指数を開発しようとするもので, 資源評

価に使えるような指数が得られるまでに何年かかるか分

かったものではない｡

この時点では, 議長・外部科学者ともに, 豪提案が非

現実的であることを示し, 現実性のある調査を策定すべ

きだとの指摘を続けた結果, 最終的には豪州側も理解を

示し, 調査海域・時期, 調査の基本的な目的については,

日本の提案に沿った形で合意が得られた｡

第４回作業部会では, 合意できていない調査計画案の

細部のツメを行なうはずであったが, オーストラリアが

再度ランダム調査型のCPUE調査案を提示して議論は紛

糾した｡ またオーストラリア・ニュージーランドが調査

の絶対条件として主張していた, 調査の継続･中止, 及

び調査結果の有効性を判断する方法・条件については,
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それまでの議論を踏まえて, 議長・外部科学者による案

が提示されたが, 日本は提示された案を受け入れること

を表明するにとどまった｡

こうして, 約３ヶ月間ほとんど休む間もなく, 作業と

議論を続けたが, 最終的には調査のおおまかな骨格につ

いては合意が得られたものの, 調査船の展開方法等具体

的な調査内容については, 結局ほとんど合意のないまま

作業部会を終了した｡

CCSBTとして, 1999年の調査漁獲を実施するかどう

かは, ５月に開催される年次会合の再開会合で最終的に

判断することとなっていたが, その前に日豪非公式協議

が開かれた｡ この非公式協議の場で, オーストラリアは

突然, 合計1200tの科学調査枠を設け, 枠を使用した国

から課徴金を徴収し, 調査実施に必要な資金調達を行な

うという案を出してきた｡ 作業部会の中でも, オースト

ラリアは400t程の漁獲枠をオーストラリア業界に売るこ

とで, 表層漁業からの標識放流に必要な資金が調達でき

ると主張してきており, この提案はその考え方をさらに

拡大したものである｡

この形では, TAC以外に設定した漁獲枠からは, 調査

資金は得られても, 必要としている情報は得られない｡

調査が実際の漁獲を伴う場合には, 調査に必要な漁獲枠

に加えて資金調達用の漁獲枠が必要となる｡ 科学調査枠

の考え方もいいが, 調査枠は実際にデータを収集するた

めの使用に限るべきだとして, 日本からも対案を出した｡

ただし１週間後には調査実施の決断をしなければならな

い時点で, 新しいシステムを検討するのは適当ではなく,

中長期的な方向として議論をすべきだと主張した｡

結局, この会合では日豪間で忌憚のない意見の交換は

できたものの, 実質的な進展は見られなかった｡

1999年５月のCCSBT年次会合, 再開会合でも, ほと

んど調査漁獲問題に絞って交渉が続けられた｡ ここでオー

ストラリアは調査に使用する漁獲枠として, 1500tまで

は受け入れ可能だと, 高官レベルで通知してきた｡ この

数字はオーストラリアが実施する表層漁業からの標識放

流に必要な資金調達のための400tを含んだ数字であり,

かつこの枠を超えたら調査はただちに中止するという性

格のものである｡ 実は調査に必要な漁獲枠について, 具

体的数字がでてきたのは, これが初めてである｡ 作業部

会で合意した調査海域・時期をカバーするのに必要だと

予測される漁獲量は約2000tである｡ 数字の隔たりもさ

ることながら, 規定量を漁獲したらすぐに調査を中止す

るというのでは, データにバイアスが生じてしまう｡ 結

局, 調査枠以外にも, 見解の違う部分が多く, 会議は物

別れに終わった｡

この後, 再度オーストラリアで非公式協議が行われた

が, 日本の提示した最終提案は受け入れられず, 1998年

に続き, 日本単独での調査に突入した｡

２. 1999年調査実施から裁判へ

調査は作業部会での合意に基づき, ６月１日から８月

31日までの３ヶ月間実施した｡ 基本的な調査内容は作業

部会での合意に沿ったものとし, CPUE調査の他に, 作

業部会での議論の中で出てきた, はえ縄商業船からの標

識放流, 及び小規模な形でのランダム調査を, 調査実施

の問題点や実施可能性を検討するための予備調査として

取込んだ｡

予想していたことながら, 調査開始直後からマスコミ,

口上書などを通して, オーストラリア・ニュージーラン

ド両国の調査漁獲実施に対する強い非難が浴びせられた｡

そして, まずオーストラリアが, 続いてニュージーラン

ドが, 日本漁船に対する入港拒否を宣言した｡ またオー

ストラリアは法的対抗措置の検討を行っていることを通

知してきた｡

これに対し, 日本は６月末に, みなみまぐろ保存条約

第16条第１項 (前述) にしたがって, 公正中立な第３者

の下での仲介に入る事を提案｡ さらに７月14日には, も

しオーストラリア・ニュージーランドが法的拘束力のあ

る決定を望むのであれば, みなみまぐろ保存条約第16条

第２項による仲裁に入ることができることを通告した｡

いずれの提案に対しても, 両国は直ちに調査漁獲を中止

しない限り, 仲介も仲裁も受入れられないと回答してき

た｡

そして７月15日, 両国より国連海洋法に基づく仲裁手

続に付託するとの通告があった｡ 同時に調査漁獲の即時

中止と漁獲の返還, 及びTACの固定を求める暫定措置を

請求し, この暫定措置に2週間以内に日本が合意しなかっ

たため, ７月30日, 暫定措置要請書が国連海洋法裁判所

に提出された｡ この時点で, 仲裁裁判と暫定措置裁判の

２つが同時に動いている事になる｡

さてCCSBTでの紛争が, 突然国連海洋法裁判へ飛び

火したのはなぜなのだろうか｡ 当然提訴したのはオース

トラリア・ニュージーランドであり, あくまでも憶測に

過ぎないが, 事情を簡単に説明しておこう｡ みなみまぐ

ろ保存条約では, 平和的手段による解決がつかない場合

には, 締約国間の合意により国際司法裁判所, または仲

裁に付託することができると定められている (第16条第

２項)｡ この両者は法的拘束力を持つが, 付託するには
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締約国間の合意が必要である｡ これに対し, 国連海洋法

(UNCLOS) では一方が提訴した場合には, 他方は必ず

裁判を受けなければならない｡ まずこれが両者の大きな

違いだが, むしろ日本から仲裁への付託を申し出ている

ため, 合意形成が難しいためという理由は成り立たない｡

CCSBTとUNCLOSのもう一つの運営上の違いは, 暫

定措置の有無である｡ UNCLOSでは２週間以内に暫定措

置に合意できない場合には, 裁判所の判断を仰ぐ事にな

る｡ これまでの対応を見ても明らかなように, オースト

ラリア・ニュージーランドの目的は, 日本の調査漁獲を

即時中止させることである｡ 失礼ながら, 目的のために

は手段を選ばずとまでは言わないまでも, それに近い形

でUNCLOSによる紛争解決に踏切ったとしか思えない｡

ちなみに７月30日に訴状を受取るまで, 日本のどの行

為がUNCLOSのどの項目に違反したとみなされるのか,

その説明は一切されていないことをご報告しておく｡

７月30日に暫定措置の訴状が提示され, これに対する

日本からの反論書の提出締切が８月９日, 暫定措置裁判

が８月16－19日, 暫定措置に関する判決が８月27日と決

められた｡

訴訟に対する準備作業はそれ以前から進められていた

が, ７月30日に訴状を受取ってからは, 供述書や供述資

料の作成で缶詰状態となり, 怒涛のごとく過ぎていく２

週間を過ごす事となった｡

結局, 日本からは水産庁小松交渉官 (当時), 辻, 南

アフリカ大学Butterworth博士がそれぞれ準備した供述書

計３編, 法律関係の供述書２編を提出した｡ この他に

1998年科学委員会のプロセス, 及び調査漁獲計画策定の

ための一連の作業部会に参加した外部科学者が, 自発的

に共同で供述書を作成してくれた｡

３. 国連海洋法暫定措置裁判

ハンブルグにある国連海洋法裁判所は, 外から見た限

りでは何の変哲もないコンクリートのビルだ｡ 法廷は妙

に横長の部屋で, 長軸に沿って裁判官席があり計22名の

裁判官がズラリと並ぶ｡ 本来裁判官数は21名なのだが,

オーストラリア・ニュージーランドの裁判官がいないと

の事で, 臨時に１名追加任命した｡

裁判官席に対峙して, 右側がオーストラリア・ニュー

ジーランド席, 左側が日本席となる｡ 裁判は計４日間｡

１日目は打合せのみ｡ ２日目にオーストラリア・ニュー

ジーランド, ３日目に日本が供述を行ない, ４日目午前

中に両者が反論を行ない終了となる｡

オーストラリア・ニュージーランドは, ひたすら資源

状態はどうしようもなく悪く絶滅の危険があるにも関わ

らず, 日本は勝手に調査に名を借りた漁獲増を続けてい

る, 日本の調査漁獲を今すぐ止めなければミナミマグロ

資源は絶滅してしまうという絵を描いてみせた｡ 供述の

なかで, 外部科学者の関与も含め, 昨年来共同の調査漁

獲計画を策定するために行なってきたすべてのプロセス

は完全に無視し, さらには1989年以降３国が実施してい

る規制措置についてもほとんど言及しなかった｡

これに対し, 日本は完全に正攻法で対応し, 本来この

問題はCCSBTにおける紛争であり, 国連海洋法裁判所

には管轄権がないという議論から始まり, 現在のミナミ

マグロ資源評価の状況, 調査の科学的な正当性・必要性,

日本がミナミマグロ資源保護のために続けてきた努力等

を訴えた｡

暫定措置裁判の裁判記録と判決は, ITLOSのホームペー

ジ (http://www.un.org/Depts/los/ITOLS) に載っているの

で, 興味のある方はそちらをご覧いただきたい｡

いずれにしても, 裁判の場では充分日本の主張を通す

事ができたと思っていたのだが, ８月27日に出された暫

定措置命令は, 日本にとって極めて不本意なものとなっ

た｡ 暫定措置命令の中で実質的に重要な点は以下の２点

である｡

1)合意がない限りは, 1997年に合意した国別割当量を維

持し, 1999年調査漁獲で漁獲した分については, 1999

年･2000年の割当量の中から充当する｡

2)調査漁獲の実施は, 合意がある場合か, 自国の国別割

当量の中で実施する場合に限る｡

４. 暫定措置命令の意味するもの

正直な所, 命令を聞いた時にはいささかショックだっ

た｡ 特に裁判所には資源状態を評価する能力はないとし

ながら, TACにまで踏込んだ命令が出た事に, 違和感と

今後に対する危惧を覚えた｡ その後, いろいろな分野,

特に実務裁判の経験者や世界各地での反応を聞き, この

暫定措置命令の意図, 限界, 危険性等がだいぶ理解でき

た｡ 専門分野外の事で必ずしも正確ではない危険はある

が, 資源管理の場に携わっている者としての, 私なりの

解釈を示しておきたい｡

まず管轄権については, 詳しい理屈についてはあまり

理解できていないものの, いささか場が悪かったとしか

いいようがない｡ 今回のこの事件はITLOSが扱う史上第

２番目の案件である｡ つまり常駐の裁判所はあるものの,

客のいない開店休業状態の所へ行って, 管轄権がないか

ら門前払いを食わせろといっても, 心情的にできるもの
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ではない｡

ただし地域漁業機関で紛争があった時に, UNCLOSと

地域漁業機関を規定している法のどちらが優先するのか

は, 極めて重要な問題である｡ 仮にUNCLOSに優先的な

管轄権があるようだと, 地域漁業機関での決定が気にい

らない時には, いつでもUNCLOSに提訴して自分に都合

のいい結論を引出せる可能性が出てくる｡ それでは地域

漁業機関の運営は完全に混乱してしまう｡ 拘束力のある

紛争解決手段を持たない地域漁業機関の場合には, この

問題は特に深刻だ｡ ちなみにCCSBTでは条約作成時に,

意図的に一方的な拘束力のある紛争解決手段を排除した

経緯がある｡ 日本はこの問題を極めて重要と考えており,

仲裁裁判の第1段階として, 再度管轄権の問題を争うこ

ととなっている｡

次に暫定措置とは何かというと, どうやら, 緊急に対

処しないと取り返しのつかない状況にある時に, 状況を

保全させるための臨時措置と考えられるようだ｡ したがっ

て緊急に対処が必要な事, 対処しなければ後で元に戻す

ことは不可能な事の２点が, 暫定措置命令を出す条件と

なる｡ 今回の判決では, いずれかの当事者が緊急事態と

考えていれば, 暫定措置命令を出すのに充分であるとい

う, びっくりするような判断が示された｡ 22人の裁判官

中ただ１名が, 暫定措置命令を出す事に反対している｡

その理由として資源状態の悪化を主張しながらも, 誰一

人として漁獲減に言及しておらず, 当事者間に緊急に迫っ

た危険の認識があるとは思えないという観察をしている｡

視点の明確さと唯一人反対を貫いた勇気に感服する｡

暫定措置命令を出す前提条件に対する判断はともかく,

出された暫定措置命令はいずれも状況を紛争以前の状態,

つまり1999年調査開始前の状態に戻そうとしていること

が理解できる｡ 裁判所が調査漁獲の科学的な可否を判断

したとか, 1997年TACが適正レベルと判断したとか考え

るよりは, 確かによほど現実的だ｡ 依然として, 将来の

漁獲割当にまで踏込んだ判決を出した事に対する違和感

は消えないが｡

命令が出された後, 暫定措置命令を受けての３国間会

合, みなみまぐろ保存委員会第６回年次会合, インド洋

まぐろ委員会年次会合等, いろいろな場で主に行政官レ

ベルでオーストラリア・ニュージーランドとの交渉は継

続している｡ 状況がよくなったかと言われれば, なんと

もいいがたい｡ 以前と同様, 問題が生じた次の会議では

妙に友好的になるが, その次の会議では揺り戻しがきて

決裂状態, その次には多少でも友好的な形を作ろうと努

力するという, 行ったり来たりの状態が続いている｡

ただ現在裁判係争中であることが, お互いに外から見

て具合の悪い事ができないというプレッシャーになって

いるようだ｡ いままでぐずぐず言って, なかなか動かな

かったものが少しづつ動き始めている｡ すでに事務局機

能を強化して少なくともデータベースの設立を行なう事,

独立して年次会合へ報告することのできる外部科学者の

諮問パネルの設置等が合意されている｡ CCSBTの科学

委員会機能は, 長期にわたって実質的に機能しなくなっ

ている｡ 日本対豪･NZという対立構造を解消する事はで

きないだろうが, せめてこれらの措置により, 科学委員

会として少しでもまともに機能するようになることを切

望する｡

５. 今後の予定

これから仲裁裁判の本番が始まる｡ 仲裁裁判は５人の

裁判官を選出し, 新たに適切な場に裁判所を立ち上げる

事になる｡

すでに裁判官の選出は終わり, ５月７日からまず管轄

権の有無を争う裁判がワシントンで行なわれることになっ

ている｡ すでに日本側からの供述書は提出済で, オース

トラリア・ニュージーランドからの反論書も３月末には

提出されるはずである｡

日本は調査漁獲の必要性･正当性を主張しているので,

当然2000年の調査漁獲についても提案と実施の努力を続

けていく｡ 合意がない場合でも, なんらかの形でCPUE

解釈の問題解決に向けた調査を継続するつもりであり,

具体的な方法については, 検討中である｡

調査漁獲をめぐる情勢は, ますます混沌の度合を深め

ており, 今後どこへ行くのか見当がつかない｡ 二度と経

験できない貴重な体験とは思っても, 走り続けるのがい

ささかつらくなってきた｡ それでもできる限り, やれる

事をやるしかないのだが｡ 時期を見て, また進展を報告

したい｡

(浮魚資源部／温帯性まぐろ研究室長)

遠 洋 No.106 (May 2000)

－ 12 －



昭和32年に高知市で第１回の ｢マグロ漁業研究協議会｣

が始まり, 平成12年に静岡市で第44回の ｢まぐろ資源部

会｣ が行われました｡ この間, 主催機関が３回, 名称が

３回変りました｡ 発足当時の経過を知るまぐろ研究者も

いなくなり, 平成13年４月には遠洋水産研究所も独立行

政法人となり, 水産庁の下でのこの会議も衣替えをむか

えることになります｡

｢まぐろ資源部会｣ はまぐろ漁業に関する研究会で,

21世紀に伝えるべき良き内容がたくさん話し合われてい

ます｡ この会を発展させるために, いままでの会議の内

容, 参加機関, 人数などを２回にわたって紹介し, 若い

人達に ｢まぐろ資源部会｣ をよく知っていただき, 次の

世代に是非引き継いでもらいたいと思っています｡

まぐろ資源部会の歴史

｢まぐろ資源部会｣ の前身は ｢マグロ漁業研究協議会｣

です｡ 第１回目は昭和32年３月に水産庁研究第１課によっ

て, 翌33年から42年までは南海区水産研究所によって催

されました｡ 昭和42年８月に遠洋水産研究所が発足し,

まぐろ研究室が清水市に移転したため, 昭和43年から平

成６年までは遠洋水産研究所が主催しました｡ 発足以来

37年間も続いており, 産業界, 官庁, 大学からたくさん

の人達が参加し, マグロ漁業に関する情報交換や研究を

中心に討議する会議です (表１)｡

最近 ｢マグロ漁業研究協議会｣ から ｢まぐろ資源部会｣

になぜ名称を変えたのですかと言う質問をＯＢをはじめ,

数人から受けました｡

平成元年に出された ｢水産業関係試験研究の効率的推

進について｣ という水産庁長官通達 (平成６年度に一部

改正) に基づき, 遠洋水産研究所は, ｢遠洋漁業関係試

験研究推進会議運営細目｣ を作成し, これまで位置付け

があいまいであった｢マグロ漁業研究協議会｣を推進会議

の部会に位置づけ, それを契機に ｢同協議会｣ は ｢まぐ

ろ資源部会｣ に変更になりました｡ 通称 ｢まぐろ資源部

会｣ と呼んでいますが, 正式名称は ｢遠洋漁業関係試験

研究推進会議まぐろ資源部会｣ といいます｡ 平成６年度

から10年度までは昔にならって ｢マグロ資源部会｣ とカ

タカナ表記で, 報告書も ｢マグロ資源部会報告書｣ とし

ていましたが, 11年度からは ｢まぐろ資源部会｣ とひら

がな表記にしました｡ これは ｢種名はカタカナ, まぐろ

類など全般を言う時はひらがなを用いる｣ と言う考えに

よります｡ 43年間親しみをもったカタカナ表記の協議会

や資源部会とお別れです｡

｢まぐろ資源部会｣ の趣旨は, まぐろ漁業及びまぐろ

資源に関連する研究分野の研究計画, 研究情報, 研究成

果の利用及び普及, 調査研究の推進等について具体的な

討議を行うことです｡ 構成者は推進会議運営細目に定め

る, 各水産研究所長, 神奈川, 静岡, 三重, 高知, 宮城

の各県水産試験場長, 水産庁遠洋課長, 文部省職業教育

課長, 実習船運営協会理事長, 東大海洋研所長, 東海大

海洋学部長, 日鰹連などの７団体及び産官学のまぐろ資

源研究に関係する者となっています｡

永年にわたって先輩達の築いた協議会の意とする産官

学の精神を細目に盛り込み, 中堅幹部が守り, 若手に引

き継ぎ, 移行しようと努力しています｡

開催場所

かつて, 高知市にあった南海区水産研究所でまぐろの

研究が始まりました｡ このため, 昭和32～42年の ｢マグ

ロ漁業研究協議会｣ の８割が高知市で開催されました｡

昭和43年以降の会議の多くは清水市の協力を得て清水市

中央公民館で開催しました｡ 会議の準備のために遠洋水

産研究所の研究員は前日から机・資料・OHPなどを用意

し, 会場で机・椅子を並べました｡ 出席者が多く, 会場

が手狭になり, 参加者には少し窮屈な思いをさせること

もありました｡ そこで, 平成11年度の会議は, シンポジュ
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まぐろ資源部会の歴史と今後の展望

池 原 宏 二

会議風景(静岡新聞社提供)



ウムの開催年で, 静岡県外から約150人の参加が予想さ

れたことから, 静岡市で開催することにしました｡ 今年

度も静岡市で開催する予定です｡

開催日数

｢まぐろ資源部会｣ の開催日数は, 昭和32～51年が毎

年３日間, 昭和52～59年が２日間, 昭和60～平成12年が

２日間と１日間の交互開催と, 開催日数が徐々に少なく

なっています｡

この理由は水産高校の先生方の参加が多くなり, あま

り専門的な話ばかりでは会が盛りあがらないことから,

２年に１度シンポジュウムや特別講演をすることにした

ことにあります｡

昭和30年代はまぐろ研究も漁業も緒についたばかりで

討議する内容が多く, 今と違って計算機, ワ－プロ, コ

ンピュータ－がない時代であり, 手間ひまがかかったと

思われます｡ 先輩達のご努力に感謝いたします｡

参加機関と人数

昭和32～42年の高知開催時代は水産試験場, 昭和43年

以降の清水市開催では水産高校関係者が最も多く参加し

ています｡ 開催地の変更が最も多く出席する機関の変更

となって現れています｡ 昭和39年以降の参加人数は, 水

産高校関係者が50～80人, 水産試験場が15～65人で多い

です｡ これは ｢地方公庁船によるかつお・まぐろ漁業の

試験操業及び実習操業に関する取り扱いについて｣ とい

う水産庁長官通達で, ｢試験操業や実習操業を行う場合

は, 遠洋水産研究所が定めた生物調査, 海洋調査を実施

するものとする｣ という規則があるからでしょう｡ 遠洋

水産研究所はこの会議でその年のまぐろ類の調査内容,

調査方法, 報告の仕方等について説明しています｡ 一方,

参加された人達は調査の説明の他に, 近年のまぐろの分

布や漁場, 国際情勢などについて最新情報を入手するこ

とができ, 地元の漁業者や生徒に説明することができま

す｡ 事務局としては皆様の要望に応える内容にしていき

たいと思っています｡

統計情報事務所は日本周辺の魚類などの漁獲統計を作

成していますが, 遠洋のまぐろ類に関しては遠洋水産研

究所と協力して漁獲統計を作成しています｡ その関係で

毎年10人ほどの参加があります｡

大学関係者は昭和39～54年に20～30人と比較的多く参

加されていましたが, 昭和59年以降は４～15人に減少し

ました｡

団体は, 日鰹連, 海洋開発センター, 日裁協など６団

体で固定化しつつあります｡ 遠洋水産研究所の応援団が

いるので, うれしいかぎりです｡

漁協は地元の静岡県漁業協同組合連合会, 焼津漁業協

同組合, 静岡, 室戸及び宮城県北部の鰹鮪漁業協同組合

等が常連です｡ より多くの漁業組合から参加して頂き意

見を述べて頂きたいと思っています｡

民間からは数名～30数名の方が参加されています｡ 最

近は清水市や焼津市の漁業会社, 食品会社, 造船所, 電

機や機器メ－カ－などが参加されています｡

マスコミは東京と焼津から毎年２～４名が取材にきて

います｡ 世はＰＲ時代です｡ まぐろに関する知識や資源

管理について, もっと広く国民に理解してもらいたいと

思っています｡ 平成11年度の ｢まぐろ資源部会｣ に際し

て静岡県庁の報道関係室に案内状を持参しました｡ その

結果12名の参加がありました｡ しかし, 配布資料が不足

するなど事務局の対応のまずさがありました｡ 反省して

います｡

これまでの外国人の参加者は１名です｡

ＯＢはここ数年１人から数人に増えています｡ 最近Ｏ

Ｂになられた皆様に感謝します｡

水産庁の関係者は毎年10人前後です｡ 各水産研究所に

は毎年開催案内を出していますが, これまで参加された

研究所は２つです｡

当研究所からは所長をはじめ浮魚資源部, 近海かつお・

まぐろ資源部及び, 海洋・南大洋部低緯度域海洋研究室

の職員が出席しています｡

全体的には, 発足当時の昭和32～38年が35～110人,

昭和43～58年が180～240人, 昭和59～平成11年が120～

180人, そして平成12年が234人です｡ 部会の内容が良い

と参加者も多いことが分かりました｡ 次回も多くの参加

が得られるよう頑張るつもりです｡

次号では ｢まぐろ資源部会｣ の内容について報告しま

す｡

(まぐろ資源部会事務局)

(浮魚資源部／熱帯性まぐろ研究室)
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表１. マグロ漁業研究協議会とまぐろ資源部会の開催場所と機関別出席者数



“あんたにしたから”との上司の一言で, 国際協力事

業団 (JICA) のプロジェクト方式技術協力である 『ア

ルゼンティン水産資源評価・管理計画』 との５年間の付

き合いが始まった｡ プロジェクト方式とは個別に行われ

ている専門家の派遣, 研修員の受け入れ, 機材の供与を

パッケージ化して実施するもので, 現在ではJICAによ

る技術協力の柱となっている｡ 期間は３～５年で, 水産

では10件程度が世界各地の途上国で同時進行している｡

本プロジェクトもその１つで, アルゼンティン (国名は

プロジェクト名に従った) 農牧水産庁との間で1994年12

月１日から５年問の予定で開始された｡ これを支援する

ための国内委員会の委員に“した”と言う訳である｡ プ

ロジェクトごとに設置される国内委員会は毎年１, ２回

開かれプロジェクトへの助言を行う｡ 筆者は, 東水大の

北原先生や東大海洋研の立川先生と初めから終わりまで

国内委員を務め, 最後は委員長を仰せつかった｡ ここで

は, 国内委員会の委員としての立場から, 成功裏に終了

した本プロジェクトを振り返る｡

広大な国土を持つアルゼンティンは海面下の大陸棚の

広さでも世界有数である｡ そこでは, 伝統的なメルルー

サ (����������������) 漁業に加えて, 年間数十万トン
のマツイカ (���������������) を漁獲するいか釣り漁業,
そして南部ではホキ (����������������������) やミナ
ミダラ (�����������������������) を対象にトロール漁
業が行われている｡ 重要な輸出産業となった水産業を健

全に発展させるために, 同国政府は資源の科学的評価と

合理的な管理を強化しよう考えている｡ 日本の無償資金

協力で建物を作った国立水産調査開発研究所 (INIDEP：

図１) の機能向上のために支援をJICAに要請したのも

そのためである｡ 農牧水産庁との協議で決められたプロ

ジェクトの目標も, 同国の水産資源管理政策に必要な情

報を的確に提供できるように, INIDEPの水産資源評価

の調査研究が多様化し資源評価技能が向上することにあっ

た｡

国内委員の仕事の一つに現地調査があり, ５年間で都

合３回派遣された｡ その１回目は1995年６月であった｡

目的は技術移転の対象であるINIDEPのカウンターパー

ト (C/P) や長期専門家と本プロジェクトの５年問の実

施計画と最初の２年間の詳細活動計画を協議することに

あった｡ 当然, この機会に現地の状況を直接見聞きする

ことも目的に含まれていた｡ 現地ではプロジェクトが始

まってほぼ半年が経過しており, 当水研のOBである千

國チームリーダ, 黒木調整員, 酒井, 三橋, 石田 (その

後, 森岡氏と交代) の各専門家が活動を開始していた｡

対象はマツイカ, ホキ, ミナミダラの３種で, 水産生態,

海洋生物及び漁業測定の３つの部門別に協議を行った｡

しかし, お互いの信頼関係がないこともあり協議は難航

した｡ 当時の稲田委員長 (現北水研所長) が“これは漁

業交渉ではないのだから”と嘆いたほどであった｡

２回目の調査団は２年後の1997年７月に派遣された｡

目的はプロジェクト前半の進捗状況を評価するとともに,

必要な場合には中間時点での見直しを図ることにあった｡

前回同様にC/Pと長期専門家からの聞き取りや供与機器

の使用状況の調査を行った｡ 評価の対象としては, 事前

の国内委員会での論議に基づき, 調査研究の多様化や資

源評価技能の向上が具体的に現れるであろう, 人 (C/P),

もの (供与分を含む機器), 金 (本プロジェクトや

INIDEPの予算), 情報 (機器の操作法, 調査・分析・解

析マニュアル, 成果報告, 研究発表) とした｡ 研究プロ

ジェクトではあるが, 成果の報告や研究発表は評価の一

部と考えた｡ 現地では, 短期専門家の派遣の効果もあっ

てマツイカの人工ふ化のように個々の研究項目で成果が

上がってきつつあり, 高性能の供与機器も有効に使われ

ていることが分かった｡ その結果, 全体としてプロジェ

クトは順調に進捗しており中間時点での大幅な見直しは

必要ないと判断された｡ ただしINIDEPの希望を入れて,

衛星情報の解析といくつかの種を追加した｡
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JICAアルゼンティン水産資源評価・管理計画が成功裏に終了

川 原 重 幸

図１. 日本の無償資金協力で1993年に完成した国立水産調査開
発研究所 (INIDEP)



３回目の調査団はプロジェクト終了まで半年となった

1999年７月に派遣された｡ 目的はプロジェクトを評価し

終了後の対応を両国政府に提言することにあった｡

INIDEPでの雰囲気も随分と打ち解けたものとなり,

研究者の多くからJICAの協力によりINIDEPの技能が大

いに向上したとの説明を受けた (図２)｡ マツイカでは

平衡石による日齢の査定技術が向上し現在では日常的な

作業となった｡ また人工ふ化の技術が確立して初期生活

史に関する情報が得られた｡ ホキとミナミダラの耳石に

よる年齢や日輪の査定にも進展が見られ, 生殖巣の組織

学的な研究も効率化された｡ 200海里内で操業する各国

漁船の漁獲性能の違いやトロール網の網目選択性につい

ても成果が得られた｡ 途中からの実施となった衛星画像

については短期専門家による技術移転で漁船への海況情

報が提供されるようになった｡ これらの成果はマニュア

ルとなったり国内や国際的な会合で発表された｡ こうし

たことから本プロジェクトの達成度は満足すべき水準と

評価された｡

本プロジェクトの開始時にはいくつかの懸念があった｡

まず, プロジェクト名にある資源評価の解釈である｡ ４

人の研究者が５年のうちに広い分布域を持つマツイカ,

ホキ, ミナミダラを資源評価するのはもともと無理があ

る｡ 他の途上国の場合と異なり, INIDEPは管理職を中

心に研究者のレベルが高いことから, 資源評価の個々の

技術を移転することで良いとの解釈で一致した｡ 次は,

同国に入漁する数十隻もの我が国いか釣り漁船との関連

である｡ JICAは本プロジェクトを入漁交渉とは無関係

の無償協力として進めてきた｡ しかし３回目の調査団は

現地で日本からの入漁交渉団と鉢合わせし, アルゼンティ

ン側からもプロジェクトを何らかの形で継続しないと入

漁交渉に影響すると言われた｡ これはアルゼンティン側

のプロジェクトへの評価が高い証拠でもあり, 研究継続

への配慮や近隣諸国への成果の波及が望まれた｡ 最大の

問題は, 研究プロジェクト, 特に資源研究の成果をどの

ように評価するかであった｡ 今回は目標を明確にし計画

から実施や評価までをサイクルとして管理するPCM手

法による評価が試みられた｡ しかし筆者にはプロジェク

トの成果は明白である｡ 実は10年前にINIDEPとマツイ

カの共同調査を実施したことがある (当ニュースの76号

参照)｡ その頃のいか研究は古い建物の貧弱な設備で行

われており, 世界でもトップクラスとされる現在の研究

能力とは比較すべきもない｡ プロジェクト開始時には,

C/Pに短期雇用者が多かったが, 成果が出るに伴い雇用

条件も改善された｡

さて, 筆者はJICAの別の事業に関係したり, 国際農

林水産業研究センター (JIRCAS) に２年間出向するな

どで, 政府開発援助 (ODA) と比較的に縁が深い｡ そ

の経験から見ると, 水産研究所による途上国への研究・

技術協力は農業や林業に比較するとやや低調ではと感じ

られる｡ 例えば, 水産関係では東南アジア漁業開発セン

ター (SEAFDEC) や国際水産資源管理センター

(ICLARM) などの国際機関があるが, 水産研究所から

の現役の派遣は限られている｡ 今回のプロジェクトに関

連して何人かの研修生を受け入れたが, 個人的な対応と

なった気がする｡ 来年移行する独立行政法人でODAと

の関わりを組織としてどうするのか論議が必要であろう｡

実は筆者自身はODAに関係することにより有形無形の

恩恵を受けた｡ このため組織的な見地からだけでなく,

自分自身の実力を高める意味からも, 特に若い研究者に

はODAへの積極的な参加を勧めたい｡ 最後になったが,

本プロジェクトを成功裏に導いた長期専門家を始めとす

る関係各位の努力に敬意を表したい｡

(外洋資源部長)
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図２. INIDEPにおいてChristiansen博士 (右) と森岡専門家
(中) から説明を受ける筆者 (左)



１. 調査の概要

ナンキョクオキアミの主漁場であるスコシア海におい

て, CCAMLR (南極海洋生物資源保存条約) による資

源管理に寄与する科学的情報を収集するために, 開洋丸

による南極海オキアミ生態系調査を実施した (図１)｡

実施主体は, 遠洋水産研究所の南大洋生物資源研究室で

あった｡ 1999年10月20日に東京出港｡ 全航海日数155日

の西回り地球一周で, 2000年３月22日東京帰港｡ 開洋丸

による今次の南極海調査は第８回目である｡ 過去７回の

調査に比べて, 今回の調査日数・調査域航進距離は最大

規模である｡

第１次 (1979/80) から第４次 (1984/85) 調査までは,

主として国際共同研究BIOMASS計画 (南極海海洋生態

系および海洋生物資源に関する生物学的研究計画) と関

連があった｡ BIOMASS計画が終了した後の第５次

(1987/88) から第７次 (1994/95) までの調査は,

CCAMLR (南極海洋生物資源保存委員会：Web Site

http: //www.ccamlr.org/) との関連が深まった｡ これらの

調査は, CCAMLRメンバー国の米・独・韓などとの共

同調査を含んだ, スコシア海におけるナンキョクオキア

ミ (����������������；以下オキアミと呼称・図２) の
環境, 生態系についての総合調査であった｡

今回の1999/2000年第８次調査は, CCAMLRでの科学

委員会における数年にわたる討議を踏まえたオキアミ国

際共同計画と, 過去の南極海調査成果や経験を踏まえた

開洋丸独自計画との複合であった｡ もちろん両者には密

接な関係がある｡ 調査域は, 南極スコシア海 (FAO統計

海区48) であった｡ またアフリカ大陸, 南アメリカ大陸

と南極海への往復路で, 子午線に沿って海洋物理・化学・

生物的観測を実施した｡

２. 調査海域

東京港から南極海調査海域までの往路はシンガポール

経由のインド洋横断 (図３), 一方復路はホノルル経由

の太平洋横断で (図４), 全航程からすると西回りの地

球一周航海であった｡

南大洋, 南極海における調査は, 途中のマルデルプラ

タ寄港をはさんで, 前半をLEG１ (11-12月), 後半を

LEG２ (１-２月) とした｡

LEG１の調査海域は, ポートエリザベス出港後の子午

線25゜E線から, 緯度55゜S沿い西向き線, およびスコ

シア海域である (図５)｡ LEG１の全体スケールのうち,

南極半島海域での特にサウスシェトランド諸島北側水域

でのグリッド調査, およびドレーク海峡では南北線で調

査を実施した｡

LEG２の調査海域は, サウスジョージア島からサウス

シェトランド諸島にかけてのスコシア海 (図６) と, サ

ウスシェトランド諸島北側水域であった｡

３. 主要な調査結果

今次航海の主な調査結果は次のとおりであった｡

１) CCAMLR国際共同オキアミ一斉調査 (CCAMLR

krill synoptic survey) を, 英国, 米国およびロシ
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図１. サウスジョージア島のシャックルトン谷から見たキング
ペンギンの群れと開洋丸

図２. 南極海生態系の鍵種であるナンキョクオキアミ



アの各調査船と実施した｡ スコシア海におけるオ

キアミの資源量を見積り (図７), 同時に物理・

化学・基礎生産・オキアミとその他の生物データ

を収集した｡ 各国とも分担水域での調査を計画ど

おりに達成した｡

２) オキアミフラックス (特定水域に出入りするオキ

アミ個体群の状況) に関する季節変動の共同調査

を, 米国, 韓国およびペルーの各調査船と実施し

た｡ オキアミ好漁場であるサウスシェトランド諸

島北側水域のオキアミ分布状態の変化を海洋環境

データとともに収集することができた｡

３) オキアミ・魚類等の捕食者である海獣類・海鳥類

の目視観察を実施した｡ 餌生物・海洋環境と対応

できる海獣類・海鳥類の分布生態データを収集し

た｡

４) 船上実験として, オキアミの栄養状態を評価する

指標作りのために, 中腸腺の大きさや色を経時的

に計測した｡ さらにオキアミの成長率と餌条件の

関係を調べた｡

５) 南大洋規模での海洋構造／基礎生産／動物プラン

クトンを把握する観測を, アフリカ大陸南端から

南極大陸にかけての25ﾟE線沿いと, 南アメリカ

大陸寄港地と南極海との往復時に実施した｡ 生物

群集の南北変化とそれに関連する海洋物理・化学

的基礎データを収集した｡

６) 日本国内での飼育実験用のために, 可能な限り生

きたオキアミを採集し, 船内での大量飼育・輸送

を実施した｡

７) 副次的な観測として, インド洋航走中に, WOCE

(世界海洋循環計画) の国際定線上でXCTDによ
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図３. 航跡図１：東京～調査域LEG１～マルデルプラタ

図４. 航跡図２：マルデルプラタ～調査域LEG２～東京

図５. LEG １全体の調査海域と調査定点

図６. LEG２全体の調査海域と調査定点

図７. 計量魚群探知機EK-500によるスコシア海域・LEG２の
オキアミの平均面積後方散乱強度分布



る２時間毎１回の水温・塩分の高密度観測を実施

した｡

以上, 調査結果は, オキアミおよびその環境と生態に

関する多様な内容である｡ ただし中でも今回の主眼は,

CCAMLR共同オキアミ一斉調査であった｡ この調査の

狙い, 実施状況および展望について, 次に述べる｡

４. CCAMLR国際共同オキアミ一斉調査の狙い, 実施

経過および今後の展望

４.１ 狙い

｢南極海のオキアミの資源量はどれくらいあるのだろう

か？｣

オキアミ漁業が本格的に開始 (1972年) される以前に

は, 南極海全体で数十億トンの資源量があるだろうとの

夢のような予想もあった｡ 仮に10パーセントが年間漁獲

可能だとすると, 数億トン, 少なく見積っても１億トン

の漁獲ができることになる｡ 海洋生物の中で最大級の資

源量である｡ 無尽蔵という表現さえ使われていた｡ ｢は

たしてそんな莫大な資源量なのだろうか？｣

CCAMLRが成立 (1982年) する以前では, BIOMASS

計画の国際共同調査がオキアミの資源量を見積った｡ 19

81年に実施されたFIBEX (First International BIOMASS

Experiment) による, スコシア海 (48海区) のオキアミ

資源量は, 最初は1,510万トンと見積られた｡ この値を

用いて, CCAMLRによる48海区の予防的漁獲制限量は

150万トンと取り決められた (1991年)｡

この資源量は後に再検討されて最終的には3,540万ト

ンとなった｡ これがCCAMLRにおける現状での科学的

最善値とされた｡ これは最初の見積値の2.3倍となる｡

論理的には, 漁獲制限量も増加することになる｡ ところ

が次の理由により, 漁獲制限量は改訂されなかった｡

｢FIBEX資源量は, 1981年に測定された旧式の計量魚

群探知機による推定値であり信頼性が高くない｡ 測定年

の資源量が偶然に高かった (同じく低かった) こともあ

り得る｡ 現行の漁獲水準は極めて低く (年間漁獲量約10

万トン), 保存規制を改める緊急性はない｡ さらに重要

なことは, ここ20年間にオキアミ資源量が著しく減少し

ている傾向がみられる｡｣ という理由が並べられた｡

以上のような背景を踏まえて, CCAMLRの科学者間

で ｢それではFIBEX資源量を見直しできる新たな調査を

実施しよう｣ という意見が強まった｡ ５年間位いの協議

をへて, 今回のオキアミ一斉調査を実施することが決まっ

た｡ 特定水域の資源量をできるだけ正確に見積るために

は, 時間のずれをなくして一斉に測定する必要がある｡

そこで日・英・米・露の四カ国の調査船が, 時期を同じ

く (2000年１-２月) して調査域を分担し, 一斉に調査

する計画が策定された｡ その狙いは ｢スコシア海48海区

のオキアミ資源量を最善の方法で見積る｣ ことであった｡

４.２ 実施経過

わが国の調査船は開洋丸｡ 英国の調査船はJames Clark

Ross (リーダー：J.L.Watkins)｡ 米国はYuzhmoreologiya

(リーダー：R.Hewitt)｡ ロシアはAtlantida (リーダー：P.

Tchernyskov) であった｡ この四隻が分担海域をそれぞ

れに調査した｡

共通の調査内容は, 第一に ｢音響測定｣, 第二に ｢網

サンプリング｣, そして第三に ｢CTD測定｣ であった｡

各国とも共通の機器を使った｡ 音響測定には, シムラッ

ド社製・EK500計量魚群探知機を, 網サンプリングには

RMT1+8を用いた (図８)｡ これに加えて, 可能な範囲

で二次的な調査として, ｢ADCPによる流動測定｣ ｢採水

による栄養塩類測定｣ ｢採水による植物プランクトン測

定｣ ｢目視観察による捕食者分布｣ を行った｡ 特にIWC

派遣の鯨類目視の専門家が各船に乗船し, 本格的な目視

調査を実施した｡

調査の開始は, １月上旬, サウスジョージア島のストー

ムネス湾での計量魚群探知機の較正であった｡ 魚探較正
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図８. RMT (矩形中層トロールネット) による生物採集



の日時はずらしてあるため, 四隻がかち合うことはなかっ

た｡ 較正後, 日・英・米は, サウスジョージア島からサ

ウスシェトランド諸島にかけてのスコシア海全体におけ

るそれぞれの分担線を, ロシアは, スコシア海の東方海

域のサウスサンドイッチ諸島海域を測定した｡ 測定終了

後, 日・英・米はキングジョージ島のアドミラルティ湾

で, ロシアは開始時と同じストームネス湾でふたたび魚

探較正を行った｡

調査期間中に各船とも問題になったのは, 荒天あるい

は氷山・海氷の妨げによる遂行の困難さであった｡ 荒天

による測定中止, 天候回復待ちは, 海洋観測ではよくあ

ることである｡ 南極海では海氷・氷山が航行の障害とな

る｡ 今次は海氷縁が大幅に南下しており, 海氷は障害と

ならなかった｡ しかし, サウスジョージア島の周辺水域

では多数の氷山群が密集していたため, 調査線として横

切ることができず迂回せざるをえなかった｡

測定実施中は, 各調査船間でほぼ毎日相互に連絡をと

りあい, その日の位置や簡単な情報交換あるいは緊急の

連絡にはVHFを, 数値などを含むやや複雑な情報交換に

はEメールを使用した｡ また必要に応じて, 衛星通信の

電話・ファックスを使用した｡ 特にEメールによる情報

交換は, 簡便・迅速・情報量の適切さからみて極めて有

益であった｡ 他方, 各船とも同じ海域内で動いているた

めに遭遇するチャンスがあった｡ 開洋丸は相手の三隻と

も至近距離で姿をみることができた｡ 船影を見ながらの

VHF交信はやはり親密度が深まった｡

毎日の密な連絡により適切な行動をとることができた｡

たとえば, RMT (矩形中層トロールネット：メッシュ

サイズ4.5ｍｍと0.315ｍｍの二網付) 採集サンプルの取

り扱いの事例を示す｡ 網サンプルは帰国後, 各国とも英

国南極研究所へ輸送して, 一括管理することにしていた

が, ここで集めた方が効率的であるということになった｡

最後の魚探較正地点であるアドミラルティ湾内の米国コ

パカバーナ・キャンプに, 日・米のサンプルを陸揚げし,

それを英国船が回収するという方法が検討された｡

コパカバーナ・キャンプは, ペンギン・モニタリング

用の夏季限定の施設である｡ CCAMLRに参加している

ペンギン研究者 (W.Trivilepeace) がリーダーとして滞

在している｡ 開洋丸から小型艇でサンプルをキャンプの

沖まで運んで, そこでゴムボートに移し替えて陸揚げす

る予定であった｡ しかし, 浜辺に打ち寄せる波が高くて,

サンプルを陸揚げできる状態ではなかった｡

ペンギンが群れているキャンプ内で協議した結果, キャ

ンプから数マイル離れたポーランド基地へ陸揚げするこ

とにした｡ ポーランド基地は米国キャンプより湾奥にあ

るため波は穏やかであった｡ ポーランド基地の隊長

(S.K.Baranowski) はサンプルの陸揚げ・保管を快く引

き受けてくれた｡ 南極のような予想がつきにくい現場で

は, こうした臨機応変な処置がどうしても必要になって

くる｡ 南極研究者間の日頃のネットワークが活きる場面

でもあった｡

ともあれ, 日・英・米・露の各調査船ともほぼ予定通

りの内容を達成することができた｡ 今後は, 各船のデー

タを統合し共同でオキアミ資源量を算出する｡

４.３ 今後の展望

今次調査の背景となったCCAMLRの基本理念は, 南

極海洋生態系の保存と漁業活動との調和である｡ 開洋丸

が全調査をほぼ終えつつあった２月上旬のサウスシェト

ランド諸島のリビングストン島北側水域で, この理念を

象徴するような情景に出会った｡ この水域はオキアミ分

布密度が比較的高いために好漁場となっている｡ 近くに

はペンギン繁殖地のケープシュリフ岬があり, チリと米

国のモニタリング・キャンプが置かれている｡

打ち合わせていたわけではないが, 偶然に米国調査船

Yuzhmoreologiyaと, 英国調査船James Clark Rossの姿が

視界に入った｡ 両船とも調査をこなしていた｡ さっそく

エール交換を兼ねてVHF交信した｡ さらに後で英国船か

ら, 今から網を曳くので開洋丸は当方の針路を注意する

ようにとの連絡も入った｡ 加えて, オキアミ漁船の新高

丸 (日本水産) と第５地洋丸 (マルハ) の操業状況もみ

えた｡ 両船ともVHF交信をおこなった｡

海中にはオキアミの魚探反応がでている｡ オキアミを

餌とする魚類反応も混じっている｡ ペンギン・オットセ

イ・鯨などの捕食者も目視されている｡ 空には海鳥類が

舞っている｡ 海氷は溶けて見えないが, 大小の氷山がい

くつも浮いている｡

オキアミをめぐって, 魚類・ペンギン・オットセイ・

鯨・海鳥類さらに人類が競い合っている｡ ｢南極海洋生

態系の保存と漁業活動との調和｣ をめざした科学活動の

責務は大きい｡ オキアミ主要漁業国であるわが国もその

責務を果たしていく必要がある｡

５. 謝辞 －人類共同の調査時代へ－

今次調査の実現には, 国内はもとより, 国外において

も, 多くの関係者・機関に支援・協力を受けた｡ 国際共

同という概念の語彙では括れぬ, まさに国境がない南極

域でのネットワークによる活動である｡ 以下に列挙して
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感謝の意を表する｡

(１) 国際共同調査への直接の関係機関：CCAMLR;

British Antarctic Survey, UK, Southwest Fisheries Science

Center , NOAA, USA; Atlantic Research Institute of

Fisheries and Oceanography, Russia; Korea Ocean

Research and Development Institute, Korea; Peruvian

Marine Institute, Peru; International Whaling Commission｡

(２) 観測内容への助言や観測機器の提供等：Austral

ian Antarctic Division, Australia; Sir Alister Hardy

Foundation for Ocean Science, UK; 国立極地研究所, 東

京大学海洋研究所, 東京水産大学, 東京家政学院大学,

海洋水産資源開発センター｡

(３) 南極現場の基地・キャンプによる協力：Marine

Office, King Edward Point, South Georgia, UK;

Comandante Ferraz Base, Brazil; King Sejong Base,

Korea; Henryk Arctowski Base, Poland , Copacabana

Camp, USA｡

(４) 調査員・補助調査員・報道員の参画：遠洋水産

研究所, 水産工学研究所, 日本海区水産研究所, 環境シ

ミュレーション研究所, 日本トロール底魚協会, 北海道

大学, 東京大学, 創価大学, 東海大学, 香川大学, 朝日

新聞東京本社科学部・写真部｡

(５) 開洋丸の調査運航諸般・国際諸手続：水産庁の

漁場資源課・船舶管理室・遠洋課・国際課, 外務省の漁

業室, 文部省の南極観測推進本部, 環境庁の自然保護局｡

最後に, 開洋丸はハイテクノロジー装備の調査船である｡

しかし, 南極海は海図の精度が低いうえに, 無数の氷山

(図９) ・海氷が漂い, 低温下で, 時には荒天や視界不

良におちいる｡ さらに今次は暴風圏内での調査航行 (図

10) も特に長かった｡ 常に困難がともなった調査であっ

た｡ 菊池贇洋船長をはじめとする全乗組員の方々に深く

感謝する｡

(１海洋・南大洋部／南大洋生物資源研究室長)

(２海洋・南大洋部／南大洋生物資源研究室)

(３海洋・南大洋部／高緯度域海洋研究室)

(４水産工学研究所／水産情報工学部)

(５日本海区水産研究所／日本海海洋環境部)
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図９. 南極海サウスオークニー諸島沖を漂流する大型氷山 (朝
日新聞社/溝脇正提供)

図10. 暴風圏内の強い風波をうけて航海する開洋丸 (朝日新聞
社/溝脇正提供)



４月６日午前９時頃, 静岡県大須賀町大淵海岸 (遠州

灘) の砂浜に, 雄のマッコウクジラが生きた状態で打ち

上げられているのが, 地元住民によって発見された｡ 鯨

は, 体の左側を上にして, 海岸線と平行に波打ち際に横

たわっており, 約１分間隔で呼吸を繰り返すとともに,

胸部付近を時折上下させていた｡ 直ちに大須賀町役場に

通報され, その後, ２日間にわたって, 町による保護救

出活動が行われた (消防団の小型ポンプによる放水, 濡

毛布かけ, 重機 (パワーショベル) ２台による周辺掘削

と鯨の押し出し, 漁船を用いた沖合からのロープ牽引,

町職員による夜間を徹しての監視など)｡ この間, 満潮

時には, ゆっくり尾鰭を動かすといった動きもみられた

が, 現場は遠浅の砂浜海岸であり, ほとんど体を移動さ

せることはできず, ７日14時頃, 鯨は発見時とほぼ同じ

状態で横たわったまま死亡した｡

当研究室は, ６日午前９時半頃, 県農林水産部水産資

源室を通して情報を受け, 当研究所から南西約60ｋｍに

ある現地に赴き, 鯨種, 性別の確認, 体長測定 (鯨体が

屈折し半分海水に浸った状態で測定した結果16.40ｍ)

を行うとともに, 状況に応じて町の保護救出活動に助言

を行った｡ これらの模様は連日にわたり, テレビ中継,

新聞等を通して全国に報道され, 現地には数千人の見物

客が押し寄せた｡

死後の鯨体は, ８日, 当研究室と国立科学博物館によっ

て外部形態プロポーションの計測 (正確な体長は15.16

mと判明) が行なわれた後, 約２日半かけて頭部と胴部

に分断解体され, 10日夕刻, 町によって現場近くの海浜

に埋設された｡ 解体作業は, 当初, 和歌山県太地町の業

者が行う予定であったが, 解体後の鯨体処分の方法を巡っ

て, 町と業者の間で認識に相違があり, 急遽, 国立科学

博物館が担当することとなった｡ 当研究室は, これらの

解体作業に協力するとともに, 年齢査定, 成熟状態, 食

性, DNAなどを調べるため, 歯, 生殖腺, 胃内容物,

表皮, 骨格筋, 肝臓などの測定, 採集を行った｡ また,

国立科学博物館では, 病理, 汚染物質, 寄生虫等を調べ

るため, 各種臓器等の採集を行った｡ 現場には, この他,

三重大学, 千葉工業大学, 東京大学, 海洋バイオテクノ

ロジー研究所等から研究者や学生達が駆けつけ, ホルモ

ン分析, ウィルス検索等のための学術研究用サンプル

(血液, 臓器組織片など) を採集した｡ これらの標本や

データについては, 今後各機関で解析が進められ, 成果

が公表されるであろう｡

今回の座礁は鯨体が大きく, また24時間以上にわたっ

て存命したこと, 現場が街に近く砂浜という公共の場で

あったこと, 週末を挟み関係諸機関との連絡がスムーズ

にいかなかったことなどから, 保護救出活動, 鯨体処理

及び学術調査活動に関して対策や責任 (行政面, 資金面,

安全面等) の所在をめぐり現場で混乱が発生した場面も

あった｡ 全国的なレベルでみると, 今後もこのような大

型鯨の座礁が発生する可能性が十分にある｡ 状況によっ

ては現場の一市町村のみでは対応が不可能な場合も生じ

うると予想される (海外ではマッコウクジラの集団座礁

の例も報告されている)｡ このような座礁は突然起きる

ため, その場の状況に応じて迅速に対応せざるを得ない｡

その時に慌てないように, 事前に対策を練っておくこと

が重要であると改めて認識させられた一幕であった｡

(外洋資源部／鯨類生態研究室)
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静岡県大須賀町に座礁したマッコウクジラ

木 白 俊 哉

図１. 砂浜に打ち上げられたマッコウクジラ
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図２. 衆人の見守るなか, 辺掘削や小型ポンプによる放水など
が行われた

図３. 重機による押し出し：当日は海上が時化ていたこともあ
り､ 海上からのアプローチは困難であった

図４. 死後の鯨体の引き上げ

図５. 解体作業：解体と平行して調査採集が行われた

図６. 埋設風景１：クレーン車による頭部の運搬

図７. 埋設風景２：解体後の鯨体は､ 全て海浜に埋設された



はじめに

我が国で海産哺乳類に関する研究を行っている機関は

遠洋水産研究所, 国立科学博物館, 北大, 東大, 日大,

三重大及び長崎大等であるが, 組織的に研究を実施して

いる機関は遠洋水産研究所以外にはない｡ 非常に限られ

た世界と言ってよい｡ しかし, 海産哺乳類に関する一般

の関心は高く, 最近名古屋港に迷い込んだシャチの救出

作業には2000人近い観衆が押し寄せた程である｡ 外国で

も海産哺乳類に対して人々の関心は高く, 昨年(1999年)

ハワイで開催された国際会議には, 海産哺乳類に関心を

持つ研究者や学生が世界中から参加して最新の研究成果

を発表した｡ その会議で配られたプログラムと講演要旨

集に, それ以前の２回の同会議の資料を加えて, 海産哺

乳類に関する研究の国際的な動向について分析してみた｡

本稿に出てくる海産哺乳類を大別すると, 鯨類(いるか,

シャチ, 大型のヒゲクジラ類, ハクジラ類), 鰭脚類(おっ

とせい, あざらし類), 海牛類(ジュゴン, マナティ)等

であり, これらの類別は分類上の目に相当する｡

海産哺乳類国際会議とは

会議はThe Society for Marine Mammalogy(会員:60カ

国, 1,800名)が関係機関(Sea World Inc.ほか)の支援を

得てほぼ２年毎に開催しているもので, 会議名は

Biennial Conference on the Biology of Marine Mammals

と言う｡ これまでに13回開かれており, 第11回は1995年

12月14～18日の間米国のオーランドで, 第12回はThe

European Cetacean Societyとの共催により1998年１月20

～24日の間地中海のモナコで, 第13回は1999年11月28日

～12月３日の間米国のハワイ(マウイ島)で開催された｡

第12回は, 1997年の開催予定がやや遅れて1998年となっ

た｡ 筆者は第11回から13回まで(11回と12回は公費, 13

回は自費で)参加した｡

会議の参加国は毎回40数ヶ国(推定)で, 参加者数は第

11回が1,611名, 第12回が1,155名, 第13回が1,400名, そ

の内大体46％が学生である｡ 第11回～13回までの口頭発

表論文数はそれぞれ174題, 133題及び265題, ポスター

発表数は542題, 399題及び552題である｡ 大きなホテル

の会議室を６～８室貸し切り, ３室同時に口頭発表が,

そして口頭発表の合間にポスター発表が行われる｡ ロビー

では観測機器の展示や研究団体の広報活動が行われ,

Coffee Breakの時などは大混雑する｡ 日本からは毎回10

～20名が参加している｡

鯨とあざらしではどちらがよく研究されているか

研究発表総数(キャンセル等を除く)は, 第11回が716

題, 第12回が532題, 第13回が817題で, その中に占める

鯨類関係の発表数は53～61％, 鰭脚類関係のそれは25～

29％である(図１)｡ 鯨類関係の発表論文数が鰭脚類関係

の約２倍であり, 鯨類に対する関心が高いことがわかる｡
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海産哺乳類に関する研究の国際動向

馬 場 徳 寿

図１. 海産哺乳類国際会議における研究発表論文数の割合
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どんな生物の研究が多いか

発表論文を動物別にまとめてみると顕著な特徴が見ら

れる｡ すなわち, どの回もハンドウイルカに関する論文

が最も多く(全体の約12％), 次がゼニガタアザラシ(４

～７％)である(表１)｡ これは, ハンドウイルカが主に

沿岸に分布し(山田訳1998), 人が扱える程度の大きさで,

飼育が容易であることによると考えられる｡ 第11回では

マナティが, また第13回ではハワイモンクアザラシが多

かったが, これは会議開催地が関係していると思われる｡

第11回の開催地はマナティが多いフロリダ半島近くのオー

ランドであり, 第13回開催地はハワイモンクアザラシが

生息するハワイ諸島のマウイ島である｡ 日本と同じく,

開催地の研究者が頑張って発表したのであろう｡

上記以外では, 鯨類でシャチ, セミクジラ, コククジ

ラ, ネズミイルカ, 鰭脚類でカリフォルニアアシカ, キ

タオットセイ, トド, ハイイロアザラシ, 海牛類でジュ

ゴン, その他でラッコ(イタチ科)やシロクマ(クマ科)が

よく研究されている｡

どんな研究分野が多いのか

発表論文を研究分野ごとに集計してみた｡ 開催年によ

り研究分野の区分(主催者が決めた区分)が多少異なるた

め比較しづらいが, 上位３分野は, 第11回と第12回が生

態, 行動, 保全 (３分野合計で第11回が全体の64％, 第

12回が54％), 第13回が生態, 保全と管理, 個体数と分

布(３分野合計で45％)であった(表２)｡ 動物保護に関す

る研究が世界の主流であり, これらの研究が中心になる

のは当然かもしれない｡ その様な中で, 音響関係は毎回

全体の５～10％を占めており, 研究が安定している様で

ある｡

研究内容とその変遷

発表演題を和訳し, 研究内容から研究分野を細分して

みた｡ 第11回から第13回まで, 生態, 保全, 行動, 音響,

病気, 資源, 共存, 管理, 生理, DNA, 混獲, エネル

ギー代謝, 免疫, 毒性, 進化など様々な研究がなされて

いるが, 数から判断すると第11回は行動観測, 第12回は

保護管理, 第13回は保全に関する研究が多い｡

分野別に幾つか内容をひろってみると, 生態分野では,

第11回会議で衛星テレメトリーや電波標識を用いたコマッ

コウ, シロイルカ, ネズミイルカ, ゼニガタアザラシ,

アゴヒゲアザラシ, ワモンアザラシ, マナティ, イッカ

ク, あるいはデータロガー(深度温度記録計)を用いたラ

プラタカワイルカ, ゼニガタアザラシ, ハイイロアザラ

シ, ゾウアザラシなどの小型の動物の行動観測が多いが,

第12回会議になるとシロナガスクジラ, ザトウクジラ,

シャチなど対象生物が大型になり, 第13回会議では研究

内容が行動観測から行動と環境との関係に移っている｡

音響では, いるかやくじらの鳴音分析, 鳴音の種間比

較, あるいは会話などに関する研究がシロナガスクジラ,

ミンククジラ, ザトウクジラ, シャチ, ハンドウイルカ,

ネズミイルカ, シロイルカ, コビトイルカ, キタゾウア

ザラシ, ハイイロアザラシ, タテゴトアザラシ, マナティ

などについて実施されていた｡ 第11～13回の間で内容の

大きな変遷はない｡

病気, 免疫, 毒性関係では, セミクジラ, シャチ, ハ

ンドウイルカ, シロイルカ, ゼニガタアザラシ, ハイイ

ロアザラシ, ハワイモンクアザラシ, マナティ, シロク

マなどについて, 重金属, PCB, ダイオキシン及びサリ

ン等の汚染の実態や各動物の免疫機構, 毒性評価等につ

いて研究が行われていた｡ 研究発表数は毎回30編以上で,

年々増加している｡

混獲では, スウェーデン, カナダ, ブラジルの刺網漁
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業におけるイルカ(ネズミイルカ, ラプラタカワイルカ,

コビトイルカ)の混獲, あるいはピンガーを用いた混獲

回避技術等について研究が行われていた｡ 発表数は今回

急に増えた(第11回と第12回が共に９編, 第13回が16編)｡

外国でも漁業における環境問題に関心が高まっているの

であろう｡

漁業と海産哺乳類の相互関係については, 観光船がハ

ンドウイルカ, ザトウクジラ, コククジラ等に及ぼす影

響や, 沿岸漁業とハンドウイルカ, あるいはスケトウダ

ラとトド, 海鳥と鯨, ゾウアザラシと人間との関係とい

うような研究が行われており, 発表数も年々増えている｡

漂着, 座礁に関する研究も, 第11回が10編, 第12回が16

編, 第13回が24編と, 発表数が増えており, 対象種もハ

ンドウイルカ, アカボウクジラ, ピグミーシロナガス,

コククジラ, マッコウクジラ, ネズミイルカ, カリフォ

ルニアアシカ, ゼニガタアザラシ, マナティ等と増加の

一途を辿っている｡

この他, 海産哺乳類の酸素消費量推定, 遺伝学的手法

による系群識別, エネルギー代謝, 腫瘍, モンテカルロ

法による資源量推定, 鯨類・鰭脚類の航空観察, 体重の

遠隔測定や体重と脳重量の関係, 鯨の磁性物質, エルニー

ニョと海産哺乳類の分布との関係, いるかによる刺網の

視認, 聴覚, 系統発生, 資源へのGIS 利用などの報告

もある｡

新しい研究手法とチョット気になる問題

この様な会議で注目されるのはやはり新しい研究手法

や技術である｡ 過去と現在の食性再現への脂肪の応用,

デジタル方式による海産哺乳類の年齢査定, 下顎の三次

元計測による鯨類の性や種の判定, 音波発信器(ピンガー)

によるイルカの刺網混獲回避, ８チャンネルの受信機を

内蔵した生物用GPS標識などが紹介されていた｡

一方気になる問題として, 鯨やアザラシが漂流漁網片

などに絡まって死亡する絡まり問題が挙げられる｡ 発表

数は第11回会議(1995年)が２編(マナティのカニ籠用ひ

もへの絡まり死亡ほか１編), 第13回会議(1999年)が５

編(ハワイモンクアザラシの漁網片絡まり死亡問題ほか)

と増加している｡ 問題は発表数より内容で, ハワイモン

クアザラシはCITESで絶滅危惧種に指定されており資源

が減少しているだけに重大であり, 日本近海で流失した

漁網片がハワイ諸島の方に流れていくかもしれないこと

を考えると, 対岸の火事では済まされない問題である｡

米国は2000年８月にマリンデブリ国際会議を開催する予

定らしい｡

終わりに

冒頭で述べたように当研究所は海産哺乳類(特に鯨類

の資源生態)に関する唯一の国立試験研究機関であるが,

当研究所からこの会議に参加している研究者が大変少な

い｡ ゆとりの無さと旅費不足が原因と推測されるが, 世

界中の海産哺乳類研究者と親しくなり, 最新の情報を交

換することが出来ることを考えると是非参加すべきであ

ろう｡ 独立行政法人になると予算費目の縛りが弱くなり,

次年度への繰り越しが可能になるらしいが, 国際学会へ

の参加を旅費面から支援する仕組みを作ってもらいたい

ものである｡ 次回(第14回)の海産哺乳類国際会議は2001

年11月28日から12月２日までバンクーバーで開催される｡
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Wailea, Maui, Hawaii, USA. 57pp.
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Orlando, Florida, USA. 148pp.

5. Abstracts of the World Marine Mammal Science

Conference. 20-24 January, 1998. Monaco. 160pp.
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of Marine Mammals. November 28 - December 3, 1999.

Wailea, Maui, Hawaii, USA. 226pp.

7. FAO species identification guide. Marine Mammals of

the World. Jefferson, T. A., S. Leatherwood, and M. A.

Webber eds. 1993, 320pp. 587 figs. Rome, FAO. (海
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株式会社, 1998. 336pp.)

(企画連絡室／企画連絡科長)
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オットセイに関する調査研究の成果は, 北太平洋のおっ

とせいの保存に関する暫定条約会議(1984年失効)に提出

されてそれなりに役目を果たしてきたが, その中には大

変ユニークであるが一般に知られないままになっている

ものもある｡ 面白さの判断は読者に任せるとして, 機会

ある毎にその内容を紹介していきたいと考えている｡ 今

回は, 航空機による海上のオットセイの分布調査を取り

上げてみた｡

調査の目的

オットセイは春季, 常磐から北海道にかけての太平洋

側沿岸及び沖合に分布する｡ オットセイの分布の全容を

把握するためには分布域全体を一斉に目視調査すること

が最も適切であるが, 調査船は調査期間や航海速力に限

界がある｡ オットセイの遊泳能力 (１日に50km程度移

動することもある) からすると, 東北沖で発見した個体

を常磐沖で再び発見する恐れもある｡ 短時間内に広域を

調査するには, やはり航空機である｡ 早速, 航空機から

オットセイを視ることができるか調べることとなった｡

春季, オットセイは海面に帆掛け船の格好をして浮いて

いるため比較的発見し易いと思われるが, 体が黒くて小

さい (体長約130cm) ためどの程度視えるかは疑問であ

る｡

調査方法

調査には水産航空(株)の単発セスナ機(全長9.1m, 全

翼長10.1m, 重量1.2トン)を使用した(図１)｡ 乗員は３

名で, １名がパイロット, ２名が調査員(水産航空(株)

の専門調査員高橋氏と筆者)である｡ 調査日は1979年３

月27日と28日, 調査水域は三陸沖である｡ ４月も間近い

というのに寒く, 調査のために10日間(３月21日～30日)

を確保していたが悪天候で待機が続き, 調査できたのは

わずか２日間であった｡

調査方法は, あらかじめ設定したコースを高度1500フィー

ト(約500m), 速力100～110ノットで飛行しつつ, オッ

トセイらしき動物を発見した場合は急降下して種類と頭

数を確認し, 発見時間, 種類, 頭数, 表面水温を記録し

たのち写真撮影を行い, 元の高度に戻って目視を続ける

というやり方であった｡ 目視観察は, パイロットの左側

座席と後部右側座席に座った調査員が行った｡ 調査中の

機内の温度は４～６℃で, 防寒着を着込んでもかなり寒

かった｡ 乗る前に水分は摂らない方がいいというアドバ

イスが理解できた｡

調査結果

初回のフライト

３月27日, 風があるため(晴れ, 視程20マイル, 風10

～18ノット)目視にはあまり良くなかったが, 飛行には

差し支えないとの判断で調査開始となった｡ 09:24に仙

台空港を離陸し一路東に向かい, 眼下に海が見え始めた

09:36から目視を開始し, 金華山～綾里崎に至る沿岸を

ジクザグに北上した(図２)｡ この間に１群２頭のオット

セイを発見した｡ 北緯39ﾟに達した所で56kmほど沖に出

て再び陸沿いに北上し, 11:45に北緯40ﾟ(黒崎沖沿岸)に

至った｡ この間に潮目を２つ発見したが, オットセイは

発見されなかった｡ その後約43km東へ飛行し, 陸沿い

に沖側を南下すべくコースを変更した｡ コースを変更し

た直後にオットセイらしき動物を発見した｡ 早速急降下

し, ある程度降下した所で写真を撮るため数回旋回した｡

初めて経験する急降下で胃袋がググッと締めつけられ,

一気に吐き気を催した｡ 旋回している時は吐き気と目眩

の二重苦で, 熱くなった頭を機体にくっつけて冷やし,

深呼吸を繰り返して吐き気をこらえた｡ 見えたのはオッ

トセイで, 約20頭の群れ１群と約５頭の群れ３群であっ

た(図３, ４)｡ 目視では５頭と判断したが, 写真で４頭
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航空機によるオットセイの分布調査

馬 場 徳 寿

図１. オットセイの目視調査に使用した単発のセスナ機



であることが確認された｡ 海水の色とオットセイの体色

(黒)が似ているため, また白波もあるため, オットセイ

を発見しづらかった｡ 撮影終了後元の高度(500m)に戻

り所定のコースを飛行した｡ その後オットセイの発見は

なく, 14:05に仙台空港に着陸した｡ 約５時間の飛行で

あったが, 初めてのセスナ飛行に地面に降りてもいつま

でも脚が地に着いていない感じであった｡

２回目のフライト

翌28日も気象(晴れ曇り, 視程20マイル, 風10～20ノッ

ト)はあまり良くなかったが, 飛行には問題がなかった｡

前日よりやや北側を調査した｡ 09:00に仙台空港を飛び

立ち, 09:31から目視を開始した｡ 三陸沿いに北上し,

宮古沖で北東に進路を変えやや沖合に出たあと再び北上

し, 11:05に北緯41ﾟに達した｡ そこから西に20分ほど移

動し, 11:25から陸沿いに沿岸を南下し, 13:01に調査を

終了した(図５)｡ 調査の間にオットセイらしき動物を数

10頭発見したが, 確認している間に通過してしまった｡

結局２日目は, オットセイは発見されなかった｡ 調査を

終えそのまま調布空港に向かったため, 約６時間の飛行

であった｡
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図４. オットセイの群れ(４頭)
1979年３月27日11:56黒崎の東沖約30マイル
白波があるとかなり見づらい

図３. オットセイの群れ(４頭)
1979年３月27日11:56黒崎の東沖約30マイル

図２. 単発セスナ機による昭和54年度第24次漁海況
調査飛行航跡図, 1979年３月27日
離陸:0924(仙台), 着陸:1405(仙台), 飛行
高度:500m, 気温:4～6℃
天候:晴, 視程:20マイル, 風:Ｗ～Ｎ(10～1
8ノット)

図５. 単発セスナ機による昭和54年度第25次漁海況
調査飛行航跡図, 1979年３月28日
離陸:0900(仙台), 着陸:1515(調布), 飛行
高度:500m, 気温:3～7℃
天候:晴雲, 視程:20マイル, 風:Ｓ～Ｗ(10
～20ノット)
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図６. 単発セスナ機による昭和55年度第７次漁海況
調査飛行航跡図, 1980年５月23日
離陸:0850(調布), 着陸:1445(仙台), 飛行
高度:400～500m, 気温:17～18℃
天候:晴, 視程:30マイル, 風:Ｓ～Ｗ(10ノッ
ト)

図７. 双発機による昭和55年度第６次漁海況調査飛
行航跡図, 1980年６月４日
離陸:1035(仙台), 着陸:1440(調布), 飛行
高度:500m, 気温:16℃
天候:晴, 視程:40マイル, 風:CALM,ＳE～
NＷ(5ノット)

図８. 単発セスナ機による昭和56年度第８次漁海況
調査飛行航跡図, 1981年５月31日
離陸:0850(仙台), 着陸:1450(調布), 飛行
高度:500m, 気温:6～7℃
天候:晴雲, 視程:30マイル, 風:NＷ～ＳE
(5～15ノット)

図９. 双発機による昭和56年度第６次漁海況調査飛
行航跡図, 1981年５月31日
離陸:0845(仙台), 着陸:1440(調布), 飛行
高度:500m, 気温:6～10℃
天候:晴, 視程:30マイル, 風:CALM～NＷ
(5～15ノット)



調査の結論

高度500mの上空から見ると, 海面に浮いているオッ

トセイは針の先程にしか見えず, 体が黒いため曇りの時

はオットセイを識別しづらかった｡ 風が吹けば波頭が砕

けて益々見づらくなり(図３, ４), オットセイらしき動

物を発見してもあっという間に通り過ぎてしまった｡ 調

査中にオットセイを発見したのは高橋氏であり, 彼によ

ると ｢慣れてくると見えるし, 天候がよければ識別は比

較的容易｣ とのことであった｡ 結論を出すにはもう少し

データがいると思い次の機会を待ったが, チャンスは訪

れなかった｡

送られてきた飛行調査記録

1980年, 1981年及び1991年に水産航空(株)から漁業協

力飛行記録とオットセイの写真が送られてきた｡ 単発と

双発のセスナ機による常磐沖での飛行記録であり, オッ

トセイの発見が記録されていた(図６～10)｡ 大変貴重な

資料である｡ これらの記録を機種別に整理してみると,

オットセイの発見は単発セスナ機(12.6時間で618頭発見)

の方が双発セスナ機(7.6時間で12頭発見)よりかなり多

かった(表１)｡ 観察者や飛行速度が同じかわからないた

め比較しづらいが, オットセイの目視調査においては単

発機がよさそうである｡

1980年５月23日に撮られた写真には晴天のため海水が

青く, 一方オットセイが黒く(太陽光線が体に当たり反

射している部分は白く)写っていた｡ この写真は, 天候

が良ければオットセイを容易に識別できるという高橋氏

の言葉を証明していた(図11)｡

サバの魚群とオットセイとの関係

飛行記録には, いるか, マッコウクジラ, ゴンドウク

ジラ, サバ, 流木, 潮目などが記録されていたが, 1980

年５月23日の記録(図６, ７)を見ると, サバの群れの近

くでオットセイが多数発見されていた｡ オットセイはサ

バを食べるためにサバの群れ近くに分布しているのであ

ろうか｡

偶然であるが, この日飛行コース近く(約30海里北)で

筆者はオットセイの捕獲調査を行っていた｡ 飛行機から

目視されたようにオットセイの分布がサバと関係してい

るのであれば面白いと思い, 飛行コース近くで(５月16

～23日の間に)捕獲した87頭のオットセイの胃内容物を

調べてみた｡ 胃内容物はイカが最も多く(全摂餌胃の38

％), 次いでマイワシとはだかいわし類(共に14％), は

だかえそ類とさけます類(共に10％), ちごだら類とカラ

フトマスほか(いずれも５％)で, サバはオットセイの胃

中には見られなかった｡ 残念ながら, オットセイは餌の

ある所に常にいるという証拠にはならなかった｡ オット

セイはサバが嫌いかいうとそうではなく, 同年３月初旬

に常磐沖で捕獲したオットセイはサバをたくさん食べて

いた｡ オットセイの食性は日和見的であることから, 胃

中にサバが見られなかったことは摂餌の時に周りにサバ

がいなかったということであろう｡ いずれにしても魚類

の近くでオットセイが発見された事実は興味をそそらさ

れる｡
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図11. オットセイの群れ(４頭)
1980年５月23日13:25 38ﾟ45'N, 143ﾟ25'E
左上隅の影は航空機

図10. 単発セスナ機による第24次漁海況調査飛行航
跡図, 1991年３月26日
離陸:1005(調布), 着陸:1500(調布), 飛行
高度:300～500m, 気温:12～14℃
天候:雲晴, 視程:10～30マイル, 風:CALM
～NＷ～NE(2～6ｍ)



群れの分析

1981年５月31日に撮影された写真(図12)にはたくさん

のオットセイが写っていた｡ 拡大すると23頭もいる｡ 飛

行機の接近と騒音のために一部逃避行動を示している個

体もいるが, 相変わらずのんびりと横になっているもの

もいる｡ この状態は群れの中の誰かが合図を出している

わけではないこと, つまり群れがコミュニケーションの

とれたものではないことを暗示している｡ 別の見方をす

れば, 海上におけるオットセイが単独行動であることを

裏付けていることになる｡

写真をもう少し詳しく分析すると, 群れが雌や若齢個

体(胸が白っぽい個体)から構成され, 群れ内にブル(体

長約1.8m, 体重約200kgの成熟雄)がいないで, 各個体の

頭部が大体みな同じ方向を向き, 群れの広さが13m×13

m 程度で(体長から推定), 個体間の距離が平均1.3m(最

大3.9m, SD1.1)であることが分かる｡ この様な大きな群

れはスクリュー音により逃げてしまうため調査船からは

観察できない｡ 航空機による目視調査はオットセイの分

布だけでなく, オットセイの群れの構成や群れ間あるい

は個体間の距離などに関する資料を提供してくれる利点

を有している｡

オットセイの分布量推定

日本近海に来遊するオットセイのうち成熟雄は八戸以

北に留まるが, 雌と若齢個体は銚子沖や常磐沖にまで南

下する｡ 単発機による調査１時間当たりのオットセイの

発見頭数(発見密度)を求めてみると, 1980年５月23日が

18頭／時間, 1981年５月31日が34頭／時間, 1991年３月

26日が105頭／時間と, ３月が５月の約３～８倍も大き

い｡ 常磐沖は, オットセイの分布回遊からすると南限近

くの密集域に該当する｡ ３月の飛行記録はその実態を示

したものと見て良い｡ したがって, この時期に, 同海域

をトランセクト法などにより調査すれば, 北日本に来遊

するオットセイの総数を推定する事も可能と可能と考え

られる｡ ロシアに繁殖島を持つオットセイの雌や若齢個

体の多くが常磐沖に回遊してくることを考えると, ここ

での推定値はロシア側のオットセイの資源動向を示す指

標になるかも知れない｡

漁船とオットセイの競合

航空機調査ではオットセイと同時に漁船の位置データ

を収集することができる｡ したがって, そのデータを解

析すれば漁船とオットセイが摂餌場を巡りどの様な競合

実態にあるか把握することができる｡ 航空機は飛行が天

候に左右されるため計画通りに行かない難点があるが,

晴天の時にすぐ使える体制をとれれば, 航空機を用いた

目視調査はオットセイの個体群管理や漁業との共存に向

けて調査船とは違った資料を提供してくれるはずである｡

近年センサー技術, カメラ技術, デジタル技術がすば

らしい進歩を遂げており, 水色センサーや熱センサーを

組み込んだジャイロ機能付き高性能高倍率デジタルカメ

ラなるものが開発されれば, 動物の発見精度も格段に上

がると予想される｡ 本報告を書くに当たり, オットセイ

の写真と飛行航跡図の使用を許可頂いた水産航空㈱に厚

くお礼申し上げる｡

(企画連絡室／企画連絡科長)
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図12. オットセイの群れ(23頭)
1981年５月31日11:30 38ﾟ48'N, 143ﾟ25'E



１. カナダからの手紙とフェルスタ－賞

昨年12月, 私はカナダ水産海洋省の太平洋生物学研究

所長のDonald Noakes博士からの一通の手紙を受けた｡

それには, 私を含む３名の著者(同研究所のDavid Ｗ.

Welch博士と北海道区水産研究所の石田行正博士)が

1998年に出版した論文(Welch et al., 1998a)に対してフェ

ルスタ－賞 (The R. E. Foerster Award) が授与され,

そのお祝いと国際共同研究へのさらなる期待の言葉が書

かれていた｡ また手紙と同じに, 受賞の記念としてプレ－

トが送られてきた｡

フェルスタ－賞は, 水産科学の進展に著しく貢献する

科学論文を書いたカナダ水産海洋省の科学者と共著者に

年に一度与えられるものである｡ 受賞者の決定は, 過去

に顕著な科学的業績を残した米国とカナダの科学者5名

から成る審査委員会において行われる｡ 審査は, 当該年

にカナダ水産海洋省の科学者と共同研究者が国際誌に執

筆した科学論文のなかから, まず優秀論文を選び, 次に

最優秀論文を選ぶという方法で行われた (今回は67論文

が審査され, 10論文が優秀論文として残った)｡ 実を言

うと, 私たちの別の論文 (Welch et al., 1998b) も優秀

論文に残り, 最終審査を受けたと聞いている｡ 論文の出

版までには多くの困難があったため, Welch博士との一

連の共同研究に対して高い評価が与えられたのは, とて

も嬉しかった｡

なお賞名は, 1940～50年に太平洋生物研究所の所長を

務めたRussell Earle Foerster博士に因んだものであり,

博士はベニザケ(sockeye salmon)の生物学的研究で多く

の業績を挙げたことで著名である｡ 特に, 博士が書いた

“The sockeye salmon, �����������������”(Foerster,
1968)はサケマス類の研究を志す者が必ず読む不朽の名

著となっている｡ 今回, 受賞対象となった私たちの論文

は図らずもベニザケを扱ったものであり, 偶然とはいえ

ベニザケの先導的研究者の名を冠した賞を頂くことに何

か因縁を感じた｡

２. 受賞論文の内容と反響

私たちの論文の骨子は, 地球の温暖化に伴いサケマス

類, 特にベニザケの海洋分布域が狭くなり, 特にアラス

カ湾に面した北米では重大な影響を受けることを予測し

たものである (図１)｡ 地球の温暖化に伴って穀物生産

量の減少やマラリヤなどの疾病の拡大が予測されている

が, 海洋生物への影響については具体的に研究されたこ

とはほとんどなく, 私たちの論文はこの分野に一石を投

ずることになった｡

研究に当たり, 私たちはサケマス類の海洋分布の南限

位置を決定する要因を明らかにすることからスタ－トし

た｡ この研究以前には, 北洋の最南端に位置する亜寒帯

境界がサケマス類の分布南限であり, 適水温は魚種ごと

に異なるといった程度の知識しかなく, サケマス類の海

洋分布を規定する要因は明らかでなかった｡ 紙面の都合

で詳細は省略するが, 私たちはサケマス類の南限位置は

海表面水温によって厳格に規定され, それは海域や月に

よって異なるとの結果を得た｡ そこで次に, この解析結

果を, 空中の二酸化炭素量が現在の２倍に増加した時に

予想される海表面水温図の上に重ねて描き, 地球が温暖

化した時のベニザケの海洋分布を予測した｡

私たちの論文は大変な反響を呼び, 出版の翌月には

Science誌において紹介されたほか(Williams, 1998), 国

際会議などでもたびたび引用された｡ また, 水産政策に
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地球温暖化に伴うサケマス類の海洋分布の変化
―フェルスタ－賞を受けて―

長 澤 和 也

図1. 二酸化炭素量が２倍になった時と現在におけ
るベニザケの海洋分布域の比較(上：12月, 下：7月).
水色は現在, 赤色は二酸化炭素量が2倍になった時
の分布域を示す. 地球の温暖化に伴いベニザケの分
布域が著しく縮小することを示す (Welch博士提供).



関心を持つWhite Houseのゴア副大統領から, Welch博

士に問い合わせがあった｡ ただ日本国内ではほとんど関

心を呼ばず, 京都大学生態学研究センタ－の中野 繁博

士から賛辞の言葉を頂いたのが唯一の反応であった｡

３. 気候・海洋変動に関連したサケマス類の資源研究

地球温暖化の影響にまで踏み込んでサケマス類の海洋

分布を詳細に論じた論文は私たちが初めてであったが,

近年, 気候・海洋変動に関連したサケマス類の資源研究

が北米, 特にカナダで盛んに行われている｡

それら研究の背景には, 1977年に北太平洋で起きた気

候の大きな変化を契機として, サケマス類の資源量が急

激に変動したことがあげられる｡ これ以前, 科学者たち

は, サケマス類は漁獲活動や人工孵化放流により, 資源

量のかなりの部分をコントロ－ルできると考えてきた｡

しかし, 1970年代後半から見られたサケマス類の大きな

資源変動は, それらでは説明することができなかった｡

そして, 地球的規模で起きている気候変動により, 海洋

環境とその生産力が変化し, サケマス類の生残率や生産

量に大きな影響を与えていることを明らかにした｡

残念ながら, 日本では気候変動とサケマス類の資源量

を関係づける研究はほとんど行われていない｡ わずかに

私が北海道とサハリンのカラフトマスについて, 気候・

海洋変動,特にアリュ－シャン低気圧やオホ－ツク海の

海氷との関係を論じた程度である (Nagasawa, 2000a, b)｡

サケマス類は, 北日本の漁民にとって極めて重要な資

源である｡ また, 人工孵化放流によって, わが国のサケ

マス資源の増大したことは疑いない事実である｡ しかし

今後は, サケマス類の生残率や環境収容力に与えた気候・

海洋変動の影響についても検討し, サケマス資源の変動

に及ぼす要因を総合的に評価する必要があろう｡

４. おわりに

現在, 遠洋水産研究所にサケマス類を研究する組織は

ない｡ 一昨年10月の組織改正により, サケマス類の研究

組織が移された北海道区水産研究所において, 研究が進

められている｡ 漁業資源としての重要性に加え, サケマ

ス類はその資源量の高さから北洋生態系の構成員として

も極めて重要な存在である｡ さまざまな視点からの研究

と, さらなる研究の発展を期待しているところである｡
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殊にここ２～３年トロール航海が多くなり､老体に鞭

打つようにして調査をこなしてきた現俊鷹丸ですが, 皆

様方も既にご存知の通り, 去る平成11年９月22日に東京

の船員会館にて俊鷹丸代船建造工事の入札が行なわれ,

４社が入札に参加した結果, (株) 新潟鐵工所が落札し

ました｡

本船の代船建造の話は過去に何度も出ては消えを繰り

返した経緯があり, その度に乗組員一同落胆し, 誰もが

“もう２度と代船の話は無いのでは”と思いました｡ 一

番最近で乗組員一同落胆したのは平成10年第２次補正予

算での建造が国会で通らなかった時で, この時は乗組員

の誰からも“またか”という声が聞かれました｡

平成８年以降 (私が本船に転船して来たのが平成８年

４月なので, それ以前の事は書類で見た限りしか知りま

せん), 時々どこかの造船所や各機器メーカーが来船し,

雑談程度に代船の話をしてゆくという時期がしばらく続

きましたが, 今回の入札に繋がる諸々の検討が本格的に

始まったのは平成10年以降の話です｡ 当初, 一層船型・

二層船型両案がありましたが, 照洋丸 (新船) が荒天下

に船尾作業甲板からの波の打ち込みを受け器材を流失し

た結果を踏まえて, 俊鷹丸代船では少しでも船尾甲板か

らの波の打ち込みが少ない二層船型を採用しました (一

層船型は船尾作業甲板の乾舷が低い為, 観測器材の投入・

揚収が比較的容易である事や外見も二層船型よりスマー

トであるなど, 魅力は一杯あったのですが)｡

新俊鷹丸の外見は, 入札一般配置図を見ての通り, 中

央水研の蒼鷹丸と酷似しており, また, 総トン数でも極

めて近い数字となっております｡ 水産研究所所属の現代

の調査船としては, この程度の大きさの船が操船・運航

費の面でまずまず適当と云えるかもしれませんが, 新俊

鷹丸は蒼鷹丸よりも一世代新しい時代の調査船として計

画されており, 従って装備品もかなり多くなっておりま

す｡ こうした重量面の問題から, 計画半ばで話題に上っ

た片持ち型鳥居マスト (北欧のトロール船では, 網捌き

用のマストとしてこうした形状のマストを装備している

船もかなり見受けられます), ベック・ツイン・ラダー

等, もし新俊鷹丸に装備されていたならば異彩を放った

であろう装備はあきらめざるを得ませんでした｡

平成11年９月の入札以降, 新潟鐵工所との代船建造に

関する打ち合わせが始まりました｡ 初顔合わせは, 同年

10月15日, 東京の水産庁本庁で行なわれ, その後, 俊鷹

丸 (現俊鷹丸の事です) 第130次調査航海途上である平

成12年３月現在までに, 全体会議４回, 作業部会十数回

を数えるに至りました｡ これらの打ち合わせの内, 全体

会議１回 (第２回全体会議 於：横浜), 作業部会２回

(於：高知, 鹿児島) は本船の寄港地で行なわれました｡

新潟鐵工所との打ち合わせの回数を重ねてみて, ある

意味打てば響く様な答えが帰って来ると申しますか, 流

石漁船メーカー(と申し上げたら新潟さんに失礼か・・・),

漁撈の事なら新潟鐵工所の方から良い案を出してくれる

と申しますか, 兎に角私がこれまで経験した建造とはか

なり違いがあります｡

さてさて, こうして寄港地に於いても細かい打ち合わ

せを行ないながら設計・罫書等が進行中の新俊鷹丸は,
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建造仕様書にもあります様に, 現俊鷹丸が十八番として

いる表・中層トロールや鯨類目視観察の他, 鮪はえ縄,

流し網等をも行なう, “マルチ・シップ”となります｡

新俊鷹丸は, 表・中層トロールや鮪はえ縄等の漁撈設

備や鯨類目視観察専用ブース (レーダーマスト上部に装

備) に加えて, 調査・観測設備として３つの研究室 (ド

ライ, ドライ/セミドライ, ウェット) の他, ヒーブモー

ション相殺クレーン及び7,000mウインチ付きCTD, VPR

(ビデオ・プランクトン･レコーダー) 等も装備する事に

なります｡ たかだか850トンの小さな (？) 調査船にヒー

ブモーション相殺クレーン付きCTDやVPRを装備し, 本

格的な海洋観測が可能になった事は特筆すべき事だと思

います｡ 因みに水産庁所属でヒーブモーション相殺クレー

ンを装備している調査船は照洋丸が初めてで新俊鷹丸は

２番目となります｡ また, 搭載音響機器への影響や居住

性を考慮し減揺水槽, 舵減揺装置を採用した為, 恐らく

は (まだ竣工していないので実際のところはわかりませ

ん) 船体動揺の極めて少ない調査船になると思われます｡

新俊鷹丸の今後の建造日程ですが, 平成12年３月に起

工式を行ない, 平成12年10月進水式, 平成13年４月27日

竣工の予定です｡

新俊鷹丸は, “保守費用を考慮した船とする事”を建

造に関する方針の一つとして今まで検討を重ねて来まし

たが, トン数で現俊鷹丸の約２倍強, 装備している調査・

漁撈設備に至っては現俊鷹丸とは比較にならない数量と

なります｡ 諸々の面で各部の方々に今まで以上のお力添

えを頂く事になろうかと思います｡ ついでの様で誠に申

し訳ありませんが, この場を借りて宜敷お願い申し上げ

ます｡

【新俊鷹丸主要目 (計画) 】

1.全長 66.20m

2.垂線間長 58.80m

3.型幅 11.40m

4.型深さ 7.10m/4.75m

5.計画喫水 4.50m

6.総トン数 約 850t

7.燃料油 約 290m３

8.飲料水 約 60m３

10.魚倉 約 21m３

11.主機 2,000ps×2

12.最大速力 16.5kt

13.航海速力 15.0kt

14.航続距離 約6,000海里

15.連続最大航海日数 約30日

16.定員 36名

(俊鷹丸／三等航海士)
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クロニカ(平成11年10月１日～平成12年3月31日)
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9.22-10.12

9.22-10.17

9.22-10.19

10.3-9

10.3-17

10.10-14

10.10-17

10.21-22

10.22-11.3

10.22-11.7

10.26-11.1

10.30-11.4

11.1-8

11.3-7

11.12-26

11.21-27

11.28-12.5

11.28-12.1

11.30-12.5

12.6-10

12.8-9

12.12-16

12.16-17

12.16-17

12.20-23

1.16-23

1.31-2.5

2.13-21

2.15-3.10

2.6-12

2.9-21

3.4-16

余川

魚住

竹内

中野

鈴木(治),宮部

加藤

中野

川原,宮地

川口

永延

西田

長澤

加藤

石塚,魚住,小倉,余川,竹

内,魚�
宮部

鈴木(治),辻

魚住

辻

馬場

鈴木(治),辻,西田

石塚,魚住,山田,余川,魚�
鈴木(治)

嶋津

川原,宮地

加藤,宮下

川原,宮地

宮部,庄野

中野

西田

川原,宮下,加藤,岡村

辻

鈴木(治),辻,中野

ICCAT SCRS会議

ICCAT SCRS会議

ICCAT SCRS会議

IATTC 年次会議

ICCAT SCRS会議

第８回北太平洋海洋科学機関 (PICES) 年次会議

ICCAT SCRS会議

エルニーニョ調査事業に関わる会合

CCAMLR本会議

CCAMLR本会議

｢水産資源の空間動態と管理｣ に関するシンポジ

ウム

NPAFC国際シンポジウム

ノルウェーにおいての学術的情報交換及び英国に

て博物館関係者との情報交換

第16回北太平洋ビンナガ研究集会

ICCATコミッショナー会合

CCSBTピアレビュー／管理戦略ワークショップ

FAO漁獲能力測定に関する技術会合

CCSBT 第６回年次会合

第13回海産哺乳類国際会議

IOTC科学委員会

IATTCクロマグロ・ワークショップ

IOTC科学委員会

IOTC科学委員会

エルニーニョ調査打合せ

IWC極東４ヶ国コミッショナー会議

エルニーニョ調査現地打合せ

マルチファン・シーエル 研究集会

外洋性サメ類シンポジウム

インドネシア共和国における浮魚資源調査技術研

究会

IWC科学委員会 JARPNレビュー会合

ミナミマグロ資源加入状況モニタリング調査

FAO マグロ類に関するプレコーショナリーアプ

ローチWS

マドリッド (スペイン)

マドリッド (スペイン)

マドリッド (スペイン)

サンディエゴ (米)

マドリッド (スペイン)

ウラジオストック (露)

マドリッド (スペイン)

東京

ホバート (豪)

ホバート (豪)

アンカレッジ (米)

ジュノー(米)

トロムソ,サンデフィヨルド

(ノルウェー)

気仙沼

リオデジャネイロ (ブラジル)

キャンベラ (豪)

メキシコ

キャンベラ (豪)

ハワイ (米)

京都

清水

京都

京都

東京

東京

リマ (ペルー)

ハワイ (米)

モンテレイ,ホノルル (米)

ジャカルタ (インドネシア)

東京

キャンベラ・ポートリンカー

ン (豪)

プーケット (タイ)

国際会議
期間 氏 名 用 務 出張先
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3.18-.24

3.26-4.2

10.14-15

10.19

10.20-22

10.22

11.9

11.19

12.3

12.10

12.13

1.13

1.16-17

1.18

1.24

1.25

2.2-4

2.14

2.29

3.2

3.10-11

3.14

3.20-23

3.22

9.27-10.1

10.8

11.4

11.15

12.7-8

12.8

鈴木(治),辻

西田

永延,川口

宮部

宮部

宮下,加藤

宮部

川原,宮下,加藤

鈴木(治),西田

加藤

長澤,宮下,岡村

川原,宮下,加藤,岡村

宮下,加藤,岡村

辻

加藤

石塚

鈴木(治),辻

石塚

石塚

辻,伊藤

石塚

辻,清田,伊藤

加藤

石塚

西田

川原,宮下,加藤,木白,岡

村

岩�
川原,宮下,加藤,島田,岩�,岡村
平松,庄野,高橋(紀)

岡村

CCSBTピアレビュー会議及び第２回年次会議

インド洋のカツオまぐろ類の初期生態に関するワー

クショップ

CCAMLR打合せ

ICCAT 日・米・加非公式協議打合せ

ICCAT 日・米・加非公式協議

JARPNレビュー会合準備委員会

ICCATコミッショナー会合事前打合せ

対CITES・COP11及びIWC52対策戦略会議

IOTC京都会議打合せ

IWC/SOWER航海におけるCITES許可取得対応事

務打合せ

IWC/JARPNレビュー準備会議

IWC/JARPNレビュー準備会議

IWC/JARPNレビュー準備会議

ミナミマグロ解析打合せ

JARPNレビュー準備会議

MHLC６ 打合せ

仲裁裁判対応打合せ

第６回MHLC会合打合せ

MHLC打合せ

ミナミマグロ調査漁獲における開発丸調査結果報

告会

MHLC打合わせ

ミナミマグロEFP検討会

PICES年次会議シンポジウム及び乙部町小型捕鯨

解剖場設立に関する協議

MHLC打合わせ

平成11年度日本水産学会秋季大会

鯨類資源研究会

くじら等に装着する海洋データ収集システムに関

する研究会

鯨類資源研究会

東京大学海洋研究所シンポジウム

東京大学海洋研究所シンポジウム

キャンベラ(豪)

マレ,コロンボ (モルジブﾞ,ス

リランカ)

東京

東京

東京

東京

東京

東京

東京

東京

東京

東京

東京

東京

東京

東京

東京

東京

東京

東京

東京

東京

函館,江差町,乙部

町

東京

仙台

東京

東京

東京

東京

東京

国内会議
国際対応

期間 氏 名 用 務 出張先

学会・研究会
期間 氏 名 用 務 出張先



遠 洋 No.106 (May 2000)

－ 44 －

12.13-14

12.17

2.21

3.2-4

3.5-8

3.8

3.8-9

3.24

3.27-30

3.28-30

9.6-10.1

9.29-10.1

9.30-3.16

11.14-19

11.16-18

1.17-21

2.1-13.1.31

10.1-4

10.3-8

10.3-9

10.4

10.4-6

10.5-7

10.6

10.7-8

10.15

10.19

10.19-21

10.20-22

10.22

瀬川

嶋津,宮下,加藤,島田,岩�,木白,岡村
嶋津,川原,宮下,加藤,岩�,木白,岡村
加藤

岡崎

平松

魚住

川原,宮下,加藤島田,岩�,岡村
岡崎

永延,川口,亀田

片岡

平松

田邉

佐々木

鈴木(宏)

垣谷

岡本(浩)

加藤

馬場

小倉

宮地

嶋津

加藤

山田(陽)

島田

石塚,宮地,長澤,宮下,瀬

川,伊藤

宮下,加藤

高井

池原

西田

国際シンポジウム ｢海色リモートセンシングと炭

素循環｣

鯨類資源研究会

鯨類資源研究会

北方四島シンポジウム2000研究発表

インド洋-太平洋域における気候変動研究国際シ

ンポジウム

第32回水産資源談話会

第32回水産資源談話会

鯨類資源研究会

日本海洋学会春季大会

日本海洋学会春季大会

平成11年度船舶職員研修

北海道ブロック資源管理実践研修会

国内留学(カツオの稚魚期における生態・東大海

洋研)

平成11年度工業所有権研修

人事院公務災害研修会

幹部研修

日本はえ縄漁業データ解析に関するIATTCとの共

同研究

ニタリクジラ調査協議

浮上型衛星標識装着実験 (ポップアップ実験)

俊鷹丸代船建造に関する打合せ

所長懇,所長会議,技会全場所長会議

シロナガスクジラ骨格標本の監修

クロマグロポップアップタグ調査報告

鯨類目視調査船第一京丸用船解除手続き

俊鷹丸代船建造総合打合せ

衛星標識実験打合せ

第29回施設担当者会議

実習船運営協会研究協議会

官民交流打合せ

千葉

東京

東京

札幌

東京

東京

東京

東京

東京

東京

東京

釧路

東京

東京

金沢

東京

サンディエゴ(米)

高知県大方

奄美大島

東京

東京

京都

東京

下関

東京

沼津

福山

鶴岡

東京

研修
期間 氏 名 用 務 出張先

職員の主な動き
期間 氏 名 用 務 出張先
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10.26

10.26-28

10.26-28

10.27-29

10.27-29

10.28

10.29

11.1

11.4-6

11.9

11.11

11.11-12

11.11-13

11.15-17

11.18

11.22

11.22-23

11.29-12.1

11.29-12.1

11.30-12.1

11.30-12.2

11.30-12.3

12.2

12.2-3

12.3

12.3-4

12.6

12.6

12.8

12.9

12.10-11

12.12-15

12.13-14

12.15

12.16

12.17

12.17

12.20

12.24-25

1.7

加藤

石塚,川原,宮地,中野

鈴木(宏)

馬場

平松

持田

若林(清)

加藤

池原

西田

宮地,長澤

西田

嶋津

余川

稲掛

石塚,山田(陽)

山田(陽)

若林(清)

持田,山村

垣谷

加藤

渡邉

清田

佐々木

加藤,木白

清田

長澤

中野,清田

垣谷

馬場,平松,高橋

嶋津

杉坂

持田

石塚

馬場

瀬川

垣谷

池原

伊藤

加藤

小型鯨類担当者会議

平成11年度水産業関係試験研究推進会議

独立行政法人制度に関する打合せ

複数種一括管理方式検討基礎調査打合せ

魚群モデルに関する研究打合せ

静岡県内公務研究会

水産庁研究所企画連絡室長懇談会

第13次南極海鯨類捕獲調査 (JARPA) 計画会議

全国地方設定魚種の漁獲量把握の資料整理及び編

集

官民交流研究打合せ

俊鷹丸代船建造会議

水産海洋分野のGIS利活用に関する研修指導

石垣支所竣工披露式

メカジキポップアップタグ調査打合せ

インド洋高密度観測器材撤収

クロマグロまき網データ収集に関する打合せ

Lotek次世代タグに関する技術打合せ

技会主催 企連室長会議, 水産庁研究所企連室長

会議及び懇談会

水産研究所課長懇談会及び庶務部課長会議

水産研究所庶務部課長会議

シロナガスクジラ骨格検査

端末装置運営員打合せ及び情報資料担当者会議

複数種一括管理方式検討基礎調査に関する飼育実

験打合せ

水産研究所情報資料担当者会議

小型捕鯨年次総会

複数種一括管理方式検討基礎調査打合せ

STAフェローシップ第１回国内推薦説明会

漁業混獲対策調査委託事業 (東水大) 打合せ

独立法人化に関する事務打合せ

水産資源管理談話会

所長懇談会

服務制度等説明会

共済組合関東支部運営委員会

独立法人化関連打合せ

複数種一括調査打合せ

第22回衛星利用部会

独立行政法人水産総合研究センターに関する打合

せ

静岡県水産業の動向検討協議会

東大海洋研資源環境セミナー

ニタリクジラ他沿岸捕鯨 (戦前) 資料調査

東京

横浜

東京

長崎

波崎

静岡

東京

東京

大野町

横浜

東京

三重県浜島

石垣

気仙沼

千葉県習志野

東京

東京

東京

塩釜

塩釜

京都,大阪

つくば,東京

名古屋

東京

東京

名古屋

東京

東京

横浜

東京

東京

金沢

伊東

東京

東京

東京

東京

静岡

東京

東京
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1.11

1.13-14

1.17

1.17-21

1.18-20

1.18-19

1.19

1.21

1.24

1.24-25

1.24-26

1.24-27

1.26-28

1.27-28

1.28

2.4

2.6-8

2.9

2.9-10

2.13-15

2.14

2.16-18

2.17

2.17-18

2.17-20

2.18

2.18

2.18

2.18-19

2.21

2.21-23

2.22

2.22-24

2.22-24

2.24-26

2.25

2.28

2.28

2.29

3.1-3

垣谷

中野,清田

渡邊(朝)

田中

嶋津

清田,南

稲掛

鈴木(宏)

渡邊(朝)

瀬川

佐々木

中野,南

平松

鈴木(宏),久保田,高井

嶋津

西田

清田

高橋

魚住,馬場,平松

加藤

西田

田中

渡邊(朝)

岩�
山田(陽)

渡邊(朝)

山村,高井

清田

小倉

渡邊(朝)

平松

宮部,松本

加藤

一井,田中

庄野

川原

一井

宮部,一井,稲掛,渡邊,田

中

山田(陽)

平松

独立行政法人水産総合研究センター設立に関する

事務打合せ

サメ類・海鳥類の混獲削減計画に関する打合せ

海洋観測懇談会・CEOP打合せ

超臨界流体抽出装置によるPAH分析の検討

所長懇,所長会議,全場所長会議

複数種一括管理方式検討基礎調査に関する実験

促進費評価委員会

給与実態調査打合せ会議

｢太平洋漁業資源｣ 研究評価会議

｢太平洋漁業資源｣ 研究評価会議

情報資料実務担当者会議

北海道教育庁実習船 ｢若竹丸｣ との調査打合せ

マリノセンシングシンポジウム及び魚群モデルに

関する研究打合せ

庶務・会計事務担当者会議

海洋水産資源開発センター評価運営委員会

官民交流共同研究打合せ

北海道教育庁実習船 ｢北鳳丸｣ との調査打合せ

第３回 クライテリア委員会

第３回 クライテリア委員会

ワロー・オスロ大教授 シロナガス骨格検収同行

海外漁業協力財団との研究打合せ

環境ホルモン総合研究水域チーム部会

CEPO小委員会

環境ホルモン総合研究水域チーム部会

クロマグロ まき網漁獲情報の収集及び水産海洋

シンポジウム参加

科技庁 ｢亜寒帯｣ WG4会議

技会 平成12年度施設関係ヒアリング

海洋生態系保全型漁業確立実証調査合同検討会

千葉県曳縄漁業者との情報交換

科技庁 ｢亜寒帯｣ WG1会議

魚群モデルに関する研究打合せ

国際資源管理対策事業検討委員会

土佐湾ニタリクジラに関する情報発信の指導

イカ化学分析結果の検討会

魚群モデルに関する研究打合せ

JAMARC トロール漁業専門委員会

いか釣漁業専門委員会

照洋丸委員会

日栽協クロマグロ交流会

魚群モデルに関する研究打合せ

横浜

東京

東京

大野町

東京

名古屋

東京

名古屋

塩釜

塩釜

つくば

函館

波崎

東京

東京

横浜

函館

東京

東京

京都

東京

大野町

東京

大野町

福岡,長崎

東京

東京

東京

勝浦

東京

波崎

東京

高知県大方町

つくば

東京

東京

東京

東京

東京

波崎
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3.3

3.5-8

3.6

3.6-7

3.6- 9

3.7-8

3.8

3.9-10

3.9-10

3.14-15

3.14-16

3.15-17

3.17

3.17-18

3.19-21

3.20-22

3.21-22

3.22

3.22-23

3.22-23

3.22-23

3.22-25

3.23-24

3.23-25

3.28-29

3.28-29

3.28-29

3.29-31

3.30

3.31

辻,清田,伊藤,南

渡邊(朝)

若林(清)

川原

嶋津

石塚,山田,小倉,余川

持田,山村

垣谷,持田,山村

増田,福島

宮部

平松

川原

嶋津,若林(清)

張

西田

嶋津,宮地

中野,清田

魚住

一井

山田(友)

小田,川合,佐々木,岡本

田邉

稲掛

平松

飯田

鈴木(治)

馬場

高井,岡本(大)

加藤

池原

オブザーバ マニュアル打合せ

研究打合せ (東北大学,東北水研)

企画連絡室長会議､ 懇談会

海洋水産資源開発センターの平成12年度調査実施

計画立案指導

研究打合せ

日本周辺高度回遊性魚類資源対策調査打合せ

水産庁研究所課長懇談会

水産庁研究所庶務部課長会議

予算事務打ち合わせ及び企業会計打ち合わせ

独法化に向けた水産庁委託研究費に係わる事前協

議

マリノセンシング研究推進評価会議

平成11年度 サンマ資源研究会議

国立研究機関長協議会定例総会

平成11年度まぐろ類の簡便迅速漁種判別システム

開発事業 第2回技術検討会

北大水産学部においてミナミマグロ音響調査デー

タ解析打ち合わせ

俊鷹丸代船起工式・開洋丸調査打合せ

サメ・海鳥等の混獲生物検討会において専門的立

場からの指導助言

海鳥混獲回避に関する打合せ

表中層トロールによる漁魚類現存量推定作業部会

水産研究所課長補佐会議

企業会計セミナー

カツオの耳石標識実験のための打ち合わせ

システム部会・海洋環境調査部会

チューニングVPA作業部会

平成11年度船長会議

ミナミマグロ資源に関する検討会において専門的

立場からの助言

1999年度GSKシンポジウム

金庫検査

イルカ代謝実験打合せ

公庁船調査関係打合せ

東京

仙台,塩釜

横浜

東京

山口県,長崎県

東京

横浜

東京

横浜

東京

東京

波崎

八戸

東京

東京

函館

新港,東京

東京

東京

横浜

横浜

横浜

鹿児島県笠沙

横浜

横浜

東京

東京

横浜

大野町

藤沢

東京

10.17-11.20

12.15-24

東北八戸・中央

水研・水工研

一井

中層トロールによるさんまの採集効率の推定及

び黒潮域低次生産調査

アカイカ稚仔・産卵調査

三陸沖, 本州南方沖

小笠原諸島海域

俊鷹丸

俊鷹丸

フィールド調査 (海上)
官 船

調査期間 調 査 名 氏名等 海 域 船 舶 名
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フィールド調査 (陸上)

調査期間 調 査 名 氏名 出張先

10.1-4

10.2-.8

10.6

10.17-19

10.18-19

11.27-12.3

12.20-22

12.24-26

1.13-15

2.21-24

2.28-3.3

加藤

岩�
松永

小倉

山田

岩�
山田(陽)

余川

山田(陽)

魚�
松本

ニタリクジラ調査協議

和歌山県いるか漁業漁獲物調査

サメ類測定及び試料採集

魚体漁況調査及び相模湾でのカツオ・メジ標本

採集

カツオ,マグロ標本採集

いるか漁業混獲物調査

ヨコワ標識放流調査打合せ

近海はえ縄船への聞き取り調査及び小型水深水

温計による調査打合わせ

クロマグロ標識放流調査

小型はえ縄漁業実態調査

熱帯性まぐろ委託事業標識放流

高知県大方

和歌山県太地

焼津

気仙沼, 横須賀

横須賀

和歌山県太地

高知,須崎

気仙沼

氷見

宮崎,沖縄

沖縄

1.10-19

1.31-3.18

10.19-3.23

11.17-3.23

9.1-10.15

10.10-11.12

10.10-12.14

11.6-1.26

12.6-1.25

9.26-10.2

9.30-10.1

10.28-11.17

11.11-11.21

11.17-12.14

11.18-12.8

12.5-11

1.1-2.26

1.12-29

一井

中央水研・水工

研

亀田

永延,川口

一井,渡邊

張

岡本(浩)

松本

宮部

木白

岩�
清田

木白

小倉

南

木白

島田

西田

アカイカ稚仔・産卵調査

黒潮調査・水産資源調査

第８次南極海調査

第８次南極海調査

東部太平洋マグロはえ縄およびアメリカオオア

カイカ・アカイカ調査

同上調査

同上調査

同上調査

同上調査

土佐湾沿岸性鯨類一斉調査

200海里水域いるか混獲調査

日本近海における海鳥類の海上分布調査

野間崎沖ニタリクジラ個体識別調査

カツオ標識放流高度化調査

日本近海における海鳥類の海上分布調査

鹿児島湾鯨類目視調査

SOWER調査航海

ミナミマグロ資源加入状況モニタリング調査

小笠原諸島海域

南西諸島

南極海

南極海

中西部北太平洋・亜

熱帯域

東部太平洋熱帯・亜

熱帯域

同上海域

同上海域

同上海域

高知県大方

岩手県山田

西部北太平洋

鹿児島県野間池

マリアナ周辺海域

西部北太平洋

鹿児島

南極海,チリ

西豪州エスペランス

沖

俊鷹丸

俊鷹丸

開洋丸

開洋丸

照洋丸

照洋丸

照洋丸

照洋丸

照洋丸

瀬鳥丸他延べ86隻

くろさき

くろさき

第十しろせ丸他

延べ16隻

やいず

くろさき

第6海遊丸他延

べ10隻

第２昭南丸

第２大慶丸

その他船舶

調査期間 調 査 名 氏名 海 域 船 舶 名
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10.27

12.1

2.8

2.28

加藤秀弘

Dr. Antonio Dinatale (イタリア・アクアスタジオ研

究所所長)

渡辺 光 (東京大学海洋研究所プランクトン部門)

Dr. Jeff Leis (Australian Museum, Sydney)

第16回：南氷洋ミンククジラ性成熟年齢の低下が

意味するもの

第17回：シシリにおけるまぐろ・かじき漁業の歴

史

第18回：黒潮とその隣接海域における夜表性ハダ

カイワシ科魚類の生態

第19回：魚類稚仔の行動と生物学及び海洋におけ

る生物多様性・保全・管理との関係

談話会
期間 氏 名 談 話 名

10.1-31

10.4

10.8-18

10.12-13

10.13-14

10.18

10.21

11.1

11.16

11.17

11.17-12.16

12.6

12.7

12.8-9

12.13-14

12.22

12.24

1.11-3.31

1.20

2.9

2.14

2.15

2.21

鯨類資源調査法研修

モザンビークにおけるエビ調査打ち合わせ

サメ類の寄生虫研究

北太平洋黙視調査 Posteruise meetinng

研究企画支援システム説明会

研究所視察

CCSBTの検討会

所内見学

研究所視察 (現地技術会議)

行政費予算打ち合わせ

まぐろ漁獲データ分析手法研修

共同研究打ち合わせ

出張セミナー

遠洋水研/IATTC クロマグロ・ワークショッ

プ

借り受け用地事務地打ち合わせ

北洋におけるプランクトン研究打ち合わ

せ

俊鷹丸代船打ち合わせ

海洋生態系における魚類の地位に関する

研究

若竹丸における釣鈎沈降速度実験打ち合

わせ

経理事務打ち合わせ

給与簿監査

冷蔵庫工事最終打ち合わせ

イカ類の資源評価調査

ドミニカ連邦 Andrew Y.Magloire

海外漁業協力事業団 伊藤技術顧問

コネチカット大学 Dr. Janine Caira

水産庁漁場資源課 加藤国際資源班長他

技術会議事務局筑波事務所電子情報課 鴻巣係長他

海洋開発センター 太田監事・広川課長

水産庁 上之門審議官他

静岡県バイオテクノロジー研究会15名

農林水産技術会議委員

水産庁研究指導課 中津調整班長他

インドネシア中央漁業調査研究所 Mr.I Nyoman Radiarta

日本大学 朝比奈教授

技術会議事務局筑波事務所電子計算課 初瀬課長補佐他

IATTC Dr.George Watters・Dr.William Bayliff 他

水産庁研究指導課 宇賀神班長・金泉研究管理官他

東京大学海洋研究所 寺崎教授

水産庁 津端海洋技術室長

東京大学海洋研究所 渡辺研究員

東京水産大学海洋生産学科 酒井氏

大臣官房経理課 西村係長他

人事院中部事務局 星係長・三井事務官

建設省静岡営繕工事事務所所長他２名

イエメン アフマドバードゥル海洋科学･資源センター所長

期日 目的及び行事 来所者 (所属含む)

2.29-3.3

3.13-17

小倉,西川,魚�
余川

勝浦魚市場での水揚調査及び魚体測定

はえ縄調査及び魚体測定調査打合せ

和歌山県勝浦

気仙沼



転 出 (11.12.1)

中央水産研究所企画調整部主任研究官

資源生産推進部研究指導課併任

(浮魚資源部主任研究官) 技 松永 浩昌

中央水産研究所総務部会計課

資源生産推進部研究指導課併任

(総務部会計課) 事 望月 昌彦

退 職 (12.3.31)

総務部庶務課 (定年退職) 技 井上 功

俊鷹丸甲板員 技 木村 弘寿

退 職 (12.4.1)

総務部長 事 垣谷 隆夫

総務部庶務課主任 事 若林 恵子

外洋資源部 外洋いか研究室 技 森 純太

転 出 (12.4.1)

西海区水産研究所長

(所 長) 技 嶋津 靖彦

中央水産研究所総務部庶務課長

(総務部庶務課長) 事 持田 哲夫

水産庁漁港部計画課総務班庶務係長

(企画連絡室情報係長) 事 渡邉 真

水産庁漁政部国際課総務班

(総務部庶務課) 事 杉坂 幸恵

東北区水産研究所

混合域海洋環境部海洋動態研究室長

(海洋・南大洋部主任研究官) 技 渡邊 朝生

瀬戸内海区水産研究所環境保全部主任研究官

(外洋資源部主任研究官) 技 田中 博之

水産庁白嶺丸機関長

(俊鷹丸機関長) 技 齋藤 真澄
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2.29

2.28-3.1

3.2

3.7

3.8-10

3.9

3.13

3.14

3.16-17

3.21

3.21

3.21-23

3.22-4.15

3.28

3.29

3.3

3.30-31

NOCシステム説明会

豪州沿岸の卵稚仔の研究

事務打ち合わせ

事務打ち合わせ

IWC/SOWER データ照合および研究打

ち合わせ

複数種一括調査事業報告会

いるか委託事業報告会

研究打ち合わせ

事務打ち合わせ

共済事務打ち合わせ

研究事務打ち合わせ

漁獲統計整備に関する調査打ち合わせ

共同研究 ｢マダライルカ生活史研究｣

まぐろ流通実態調査

研究打ち合わせ

研究打ち合わせ

金庫検査および事務打ち合わせ

技術会議事務局筑波事務所電子計算課 大山課長補佐他

Dr. Jeff Leis (Australian Museum, Sydney)

北海道区水産研究所 竹谷係長・中宮事務官

日水研 小山・坂井係長､ 中央水研 硲係長

日本鯨類研究所 西脇・松岡氏

国立科学博物館 窪寺氏､ 長崎大学 竹村・小井土氏他

中央水研 畑中所長､ 鯨類研究所 大隅所長 他

青森県水産試験場 赤羽場長・成田船長

北海道区水産研究所 早川事務官

共済組合 大畑・安川氏

北海道区水産研究所 石田国際研究官

瀬戸内海区水産研究所 小川室長

中国科学院水生生物研究所 張先鋒氏

水産庁水産流通課 酒井班長他

海洋生物研究所 待鳥常務

北海道区水産研究所 小林部長

瀬戸内海区水産研究所 藤本事務官他

人事異動の記録 (平成11年11月1日～４月30日)



水産庁白萩丸司厨長

(俊鷹丸司厨長) 技 吉川 進

水産庁東光丸司厨員

(俊鷹丸司厨員) 技 秋武 正記

転 入 (12.4.1)

総務部長

(水産庁漁政部漁政課課長補佐) 技 中田 秀幸

総務部会計課長

(西海区水産研究所石垣支所庶務室長) 事 千葉 秀子

総務部会計課用度係長

(中央水産研究所企画調整部資料係長) 事 硲 俊之

総務部庶務課庶務係

(水産大学校庶務課庶務係) 事 前原 祐子

総務部会計課用度係

(北海道区水産研究所庶務課会計係) 事 早川 研吾

俊鷹丸機関長

(北海道区水産研究所探海丸機関長) 技 藤坂 孝

俊鷹丸司厨長

(北海道区水産研究所探海丸司厨長) 技 小田 好弘

俊鷹丸司厨員

(水産庁船舶予備員) 技 井出健太郎

俊鷹丸甲板員

(水産庁船舶予備員) 技 小幡 達也

所内異動 (12.4.1)

所 長

(企画連絡室長) 技 若林 清

企画連絡室長

(近海かつお・まぐろ資源部長) 技 石塚 吉生

企画連絡科長

(国際海洋生物研究官) 技 馬場 徳寿

総務部庶務課長

(総務部会計課長) 事 山村 豊

企画連絡室情報係長

(総務部会計課用度係長) 事 久保田直樹

総務部庶務課庶務係

(総務部会計課用度係) 事 川合 健

総務部会計課会計係

(総務部会計課営繕係) 事 福島佐紀子

国際海洋生物研究官

(企画連絡科長) 技 長澤 和也

新規採用 (12.4.1)

遠洋水産研究所外洋資源部

外洋いか研究室 主任研究官 技 酒井 光夫
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それでも地球は動いている
(編集後記)

４月に企連室の４人の内３人が入れ替わり, 業務に慣

れないうちに独立法人化に向けての中期計画検討, 水産

庁行政費を独法への委託費に切り替えるための予算要求

資料作成, 新しいオンラインシステムによる７条報告入

力作業の指導・取りまとめ等々で, あっという間に数ヶ

月が過ぎてしまいました｡

これらの作業を通じ, 遠洋水研の特徴である行政対応

の調査研究と会議出席や提出データ作成といった国際対

応を再検討し, 今後何をやるべきか, いかに多くの経費

を必要としているかを再認識しました｡ 同時に, それに

見合った成果を出さなくてはならないことを, 研究者が

自覚する良い機会であったと思います｡ 国の機関から独

立法人へ変わるまでの間, 予期しなかった問題がまだま

だたくさん出てくると思います｡ 皆で知恵を出し合って,

臨機応変に対応してゆきたいと考えています｡

(企画連絡室長 石塚 吉生)
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